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教育を再考する： 

教育はグローバルな共有財になりうるか？ 

 

 

前 書 

 我々が 21世紀に必要とする教育とはどのようなものでしょうか？ 今日の社会の変容に

照らした教育の目的とは何でしょうか？ 学習はどのようになされるべきでしょうか？ 

こうした疑問が、本稿に取り上げられたアイデアの源泉となっています。 

 二つの画期的なユネスコ出版物―フォール・レポート『未来の学習』 (1972)とドロール・

レポート『学習：秘められた宝』(1996)―の精神のもと、我々は教育について大胆に考え直

さなければならないと確信しています。 

 それというのも、変動の時代だからです。世界は若返りつつあり、基本的人権と人間の

尊厳が切実に求められています。これまで以上に社会が繋がる一方、不寛容と紛争が相変

わらず蔓延しています。新たな活力の中心地が生まれる一方、不平等は深刻さを増し、世

界は圧力にさらされています。持続可能でインクルーシブな開発に向けた幅広い機会があ

る一方、課題は困難で複雑です。 

 世界は変化しています。教育もまた、変わらなければなりません。社会のどこでも根本

的な変容が進行しており、今日、そして明日の社会と経済が必要とする能力を育成するた

めの、新たな教育の形態が求められています。このことは、読み書きや計算を超えて、環

境学習に焦点を当てること、さらなる世界規模の連帯と社会的公正、正義のための学習へ

の新しいアプローチに焦点を当てることを意味します。教育は、圧力の下でこの世界に生

きることを学ぶものでなければなりません。また、教育は、持続可能な開発の社会・経済・

環境的側面を共に作り上げることに役立つような、尊敬と平等な尊厳の見地に立った文化

的リテラシーに関するものでなければなりません。 

 これは教育を本質的な共有財としてとらえる人間主義的ビジョンです。このビジョンは

70 年前に合意され、かつ新たな時代の要請を反映しているユネスコ憲章の精神を受け、刷

新されたものだと思います。 

 教育は持続可能な開発目標（SDGs）の世界的に統合された枠組みにとって鍵となるもの

です。教育は、我々がまさに生きている世界の変化に対応すること、そして世界を変容さ

せることへの我々の取り組みの核心です。複雑かつ速いスピードで変化する世界において、

質の高い基礎教育は生涯学習にとって必須の基盤です。 

 世界中で、全ての人に教育の機会を広げることに大きな前進がありました。しかし、我々

はさらに先へ向かう新たな針路を取るために、正しい学びを描かなければなりません。教

育へのアクセスだけでは十分ではありません。我々は、子供たち、若者、大人が現に学ん

でいるものについて、教育の質と有効性に注目する必要があるのです。学校教育とフォー
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マル教育は重要です。しかし、我々は、一生を通じた学習を促進するために視野を広げな

ければなりません。少女たちが小学校に通えるようにすることは必須です。しかし、中学

校以降の教育において、彼女たちを支援する必要があります。我々はこれまで以上に、教

師と他の教育者を区別なく、変化をもたらす者とみなさなければなりません。 

 教育よりもパワフルな、変化をもたらす力はありません―平等権と社会的公正、文化多

様性の尊重、国際的連帯と各自の責任に基づき、人権と人間の尊厳を推進し、貧困を撲滅

し、サステナビリティを浸透させ、全ての人にとってより良い未来を作り出す。これらの

全てが、我々共通の人間性の根源的側面なのです。 

 これが、変化する世界で教育をもう一度考え、再びビジョンを得ようとする理由です。

そのために、領域を超えた議論と対話が必要であり、それが本稿の目指すところです―野

心的であると同時に示唆的であり、新たな時代に向けて語るために。 

 

 イリーナ・ボコバ 

 ユネスコ事務局長 
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上級専門家グループ（Senior Experts’ Group）を設置しました。この国際的専門家グルー

プの任務は、学習の実践に影響を与え、教育ビジョン論議を喚起する可能性のある問題を
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ーバル・イニシアティブ)、 Néjib Ayed (アラブ連盟教育文化科学機関)、 Aaron Benavot 

(EFAグローバル・モニタリング・レポート)、Mark Bray (香港大学)、 Arne Carlsen (ユ
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プンソサエティ財団)、Renato Opertti (ユネスコ国際教育局)、Svein Osttveit (ユネスコ教
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タントとして Marie Cougoureux, Jiawen Li, Giorgiana Maciuca, Guillermo Nino 
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チエン・タン Ph.D. 

ユネスコ教育担当事務局長補 
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要 旨 

今日の世界で起こっている変化は、その複雑さと矛盾の度合がこれまでにないレベルに

達しているのが特徴である。これらの変化は葛藤を生み、個人やコミュニティに葛藤への

順応力や対応力をつけることが教育に期待されている。本稿がめざすのは、こうした文脈

の中で教育や学習を再考する一助となることである。また、ユネスコの主たる任務の一つ

である“社会変容のグローバル・オブザーバトリー”としての経験に立脚し、公共政策議

論を喚起することを目的とする。 

 

 本稿は、全てのステークホルダーに対話を呼びかけるものである。生命と人間尊厳の尊

重、権利の平等、社会的公正、文化多様性、国際的連帯、持続可能な未来への共同責任と

いう理念―我々共通の人間性の基本概念である―に基づいて、教育と開発についての人間

主義的ビジョンに導かれている。本稿は二つの画期的なユネスコ出版物―フォール・レポ

ート『未来の学習』(1972)とドロール・レポート『学習：秘められた宝』(1996)―が提示し

たビジョンを更に進めるものである。 

 

持続可能な開発－中心的課題 

 

持続可能な開発という大義が我々に求めるのは、共通の問題や葛藤を解決して新たな地

平を見出すことである。経済成長や富の創造はグローバルな貧困率を下げはしたが、一方

で世界各地の社会に内在する脆弱性、不平等、排斥、暴力は増大している。持続不可能な

パターンの経済生産と消費が拍車をかけるのは、地球温暖化、環境悪化、さらには自然災

害の急増である。その上、国際的な人権擁護の枠組みは過去数十年のうちに強化されてき

たが、そうした規範の実施や保護は依然として課題のままである。例をあげると、女性の

能力は教育への機会が増えるにつれて向上しているにもかかわらず、社会生活や雇用の場

では依然として差別に直面している。女性や子供、特に少女に対する暴力が彼女達の人権

を損なっている現状は変わっていない。また、技術開発によってこれまで以上に相互関連

性が高まり、交流や協力や連帯のための新しい場が提供されている一方で、文化的・宗教

的な不寛容が増し、アイデンティティだけに基づいた政治的動員や紛争が拡大している。 

 

 教育はこうした課題に対応する方策を見つけなければならない。そのためには多面的な

世界観やオルタナティブな知識体系を考慮に入れ、神経科学の発展やデジタル技術の開発

など科学と技術の新たな最前線に目を向けなければならない。教育の目的と学習の実践に

ついて再考することが今ほど緊急に求められている時はないのである。 

 

教育への人間主義的アプローチを再確認する 
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あらゆる開発課題を教育だけで解決することなど望むべくもないが、教育への人間主義

的・包括的アプローチは新たな開発モデルの達成に寄与することができるし、また、そう

あらねばならない。そのような開発モデルにおいて、経済成長の指針となるべきものは環

境への責務であり、平和、社会的統合（インクルージョン）、社会的公正への配慮でなけれ

ばならない。開発への人間主義的アプローチの倫理的・道徳的原則は、暴力、不寛容、差

別、排斥に反対の立場をとる。教育や学習について言えば、狭い功利主義や経済主義を超

越して、人間存在の多面性を統合することである。このアプローチが強調するのは、しば

しば差別の対象となる人々―女性や少女、先住民、障害者、移民、高齢者、紛争国の人々

―を社会に受け入れることである。そのために求められるのは、生涯にわたる（life-long）、

全生活的な（life-wide）学習へのオープンで柔軟なアプローチ―全ての人が持続可能な未来

と尊厳ある生への可能性を実現する機会を提供するアプローチ―である。こうした人間主

義的アプローチは学習内容や指導法の定義付けに影響を与え、教師やその他の教育者の役

割にも影響を与える。このアプローチは新しいテクノロジー、特にデジタル技術の急激な

開発を前提とすれば、より的を射たものと言える。 

 

複雑な世界におけるローカルな政策決定とグローバルな政策決定 

 

今日のグローバル化した世界では、社会も経済もその複雑性の度合が急激に高まってい

るため、教育政策決定には幾つもの課題がある。経済のグローバル化が激化すると雇用の

伸びが鈍化するパターンに陥り、若者の失業が増えて雇用の脆弱性が高まる。この傾向は、

教育と変化の激しい労働世界とのかい離が進行する方向を示している一方で、教育と社会

開発の関係性を再検討する機会ともなるのである。さらに、国境を越えて学習者や労働者

の流動性が高まり、知識や技術移転の新たなパターンが生まれると、学習の承認、認定、

評価に新しい方法が求められる。シティズンシップ（市民的資質）については、相互関連

性や依存性が益々高まる世界において、各国の教育システムが課題とするのは、アイデン

ティティの形成と他者に対する責任意識の育成である。 

 

過去数十年の間に世界中で教育へのアクセスが拡大した結果、公的資金にさらに大きな

プレッシャーがかかるようになった。また近年では、国レベルとグローバルなレベルの両

方で、公共事案に対する発言の機会を求める声や、教育分野に非国家的主体の参加を求め

る声が高まりを見せている。パートナーシップが多様化し、公と私の境界線があいまいに

なっており、教育の民主的ガバナンスを脅かす問題が発生している。つまり、社会的行動

を規制する３つのレギュレーター―社会、国家、市場―の貢献と要求をうまく調整するこ

とが益々必要になっている。 

 

教育と知識をグローバルな共有財として再文脈化する 
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急激に変化する現実を踏まえると、教育ガバナンスの指針となる規範的原則を再考する

ことが必要である。特に、教育を受ける権利と教育は公共財（public goods）であるという

概念を再考しなければならない。教育に関する国際議論の場で、教育は人権であり公共財

であるとよく言われる。この原則は基礎教育においては相対的に異論のないところである

が、ポスト基礎教育や研修分野にも当てはまるという合意形成には至っていない。はたし

て、教育を受ける権利や公共財という原則は、組織化の度合が低いノンフォーマル教育や

インフォーマル教育にも当てはまるのだろうか。そのため、知識―学習によって習得され

た情報、理解、スキル、価値、態度と理解される―に関する課題が教育目的を論じる場で

は常に中心テーマとなる。 

 

 本稿は、知識と教育はどちらも共有財（common goods）と考えるべきであると提唱して

いる。知識の創造は集団的・社会的取り組みの一環として全ての人に共通のものであり、

知識の習得、認定、活用についても同様である。共有財の概念によって、公共財という概

念に内在する個別的な社会・経済理論の影響を超越することができる。共有財とは何かを

定義するには参加型プロセスを取ることが大切である。多様な文脈を考慮に入れ、福祉の

概念と知識エコシステムも考慮する必要がある。知識は人類共通の遺産である。相互依存

が進む世界の中で持続可能な開発の必要性を考えるならば、教育と知識はグローバルな共

有財と見なさなければならない。共通の人間性に根差した連帯という価値に裏付けられた

グローバルな共有財としての知識と教育という概念は、多様なステークホルダーの役割と

責任にも影響を及ぼす。これはユネスコのように、グローバル・オブザーバトリーの役割

や規範的機能を果たすことでグローバルな公共政策討議を推進し先導する国際機関にも大

きな意味をもつ。 

 

未来への考察 

 

 集団的・社会的取り組みとしての学習の目的と実践を再調整しようと試みる場合、まず

提起される疑問は次のようなものであろう。学習の四つの柱―知ること、行なうこと、存

在すること、共に生きること―は今でも適正ではあるが、グローバル化やアイデンティテ

ィ政治の台頭によって脅かされている。では、どうすればそれらを強化し刷新することが

できるか？ どうすれば教育が経済的、社会的、環境的サステナビリティの課題に応える

ことができるか？ どうすれば教育への人間主義的アプローチによって、複層的な世界観

を調和させることができるか？ どうすれば教育政策や教育実践を通じてそのような人間

主義的アプローチを実現できるか？ グローバル化は教育に関する国家政策や政策決定に

どのような影響を与えているか？ 教育資金はどのように調達されるべきか？ それは教

員の教育、研修、開発、支援にどのような具体的な影響があるか？ 私的財（private goods）、
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公共財（public goods）、共有財（common goods）の概念を区別することが教育にどのよう

な影響を与えるか？ 

 

異なった考え方を持つ多様なステークホルダーを集めて、調査結果を共有したり、政策

ガイダンスについての規範的原則をまとめたりすることが必要である。ユネスコは知的シ

ンクタンクとして、アイデアのグローバルな実験室として、教育政策・実施への新たなア

プローチについての理解を深めるために、討論や対話のためのプラットフォームを提供す

ることができる。人類とその共通の福祉を持続させることがその大きな目的なのである。 
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はじめに 

 

「教育が自信を育む。自信が希望を育む。希望が平和を育む。」 

孔子 

 

対話への呼びかけ 

 

 本稿は、変化する世界の中での教育を見直す作業に寄与するものであり、ユネスコの主

要任務の一つである社会変容のグローバル・オブザーバトリーとしての仕事に立脚してい

る。目的としているのは、変化の激しい世界において、特に教育に焦点を絞った公共政策

議論を喚起することである。共通の人間性を形づくる根源的な側面である、生命と人間尊

厳の尊重、平等な権利、社会的公正、文化多様性の尊重、国際的連帯と共通の責任という

原則に基づいて、教育と開発に対する人間主義的ビジョンに導かれた対話への呼びかけで

ある。新しい時代に向けて、世界中で教育に関わる全ての人に向けて、熱意にあふれ、創

造的啓示にあふれた対話を呼びかけるものである。本稿は二つの画期的なユネスコ出版物

―フォール・レポート『未来の学習』 (1972)とドロール・レポート『学習：秘められた宝』

(1996)―の精神を踏襲している。 

 

先を見通すために過去を振り返る1 

 

未来のために教育と学習を見直すには、遺産というべき過去の分析に立脚しなければな

らない。例えば、1972 年のフォール・レポートは、伝統的教育システムが問われていた時

代に、学習する社会（learning society）と生涯教育（lifelong education）という相互関連

した概念を打ち立てたのである。技術の進歩と社会の変化が加速するにつれて、人が最初

に受けた教育がその人を生涯にわたって支えることなど誰も期待していないとレポートは

述べている。学校が系統的な知識を伝達するために必須な方法であることに変わりはない

ものの、社会生活の他の場面―社会施設、職場環境、余暇、メディア―によって補完され

るべきものであろう。レポートは、人が自分の個人的、社会的、経済的、政治的、文化的

発展のために学習することは個人の権利であり必要なことであると述べている。途上国と

先進国のどちらにおいても、生涯教育が教育政策の要であると明言している。2 

 

1996 年のドロール・レポートは、キーとなる二つの考え方―「生涯を通じての学習」と

学習の四つの柱（知ること、行なうこと、共に生きること、存在すること）―に基づいて

教育の統合的ビジョンを提唱した。このレポート自体は教育改革のための青写真ではなく、

むしろ、政策立案の過程でどのような選択をするべきかを考察し討論するための基礎とな
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るものであった。教育に関する選択を決定づけるのは、我々がどの様な社会に住みたいか

を選択することだとレポートは述べている。教育の果たす即時的な機能性を越えて、全人

的な形成こそが教育の根源的な目的であると考えた。3 ドロール・レポートの立場は、ユ

ネスコを支える道徳的・知的原則とたいへん近いものであったため、その分析や勧告は同

時代の他の教育改革研究に比べて、より人間主義的であり、機能性や市場重視の観点は少

なかった。4 

 

フォール・レポートもドロール・レポートも当然ながら世界中の教育政策に刺激を与え

た。5 一方で世界の状況は 1970年代以降、また 1990年代以降、知的・物質的景観が大き

く変容したことを認識しなければならない。21 世紀に入って十数年が過ぎた今は、人間の

学習と開発のための異なる挑戦と新しい機会が待ち受ける新たな歴史的な節目である。

我々は新しい歴史のページを開こうとしている。そこでは社会の相互関連性と相互依存性

が高まり、複雑性、不確実性、葛藤が新たな様相を呈している。 

 

新たに出現した学習のグローバルな文脈 

 

 今日の世界状況を特徴づけるのは、幾つものパラドックスである。経済のグローバル化

が激化すると地球的な貧困は減ったが、同時に雇用の伸びが鈍化し、若者の失業が増えて、

雇用の脆弱性が高まっている。経済のグローバル化は、国際的にも国内的にも不平等を拡

大している。教育システムは、障害のある学生や貧しい国々に住む人々の教育的ニーズを

無視し、一方で豊かな人々に教育機会を集中させることによって、こうした不平等拡大に

手を貸しており、質の高い研修や教育の値段を高騰させる結果を招いている。現在の経済

成長のパターンは、人口増加や都市化と相まって、再生不可能な天然資源を枯渇させ、環

境を汚染し、不可逆的な生態学的ダメージと気候変動を引き起こしている。さらに、文化

多様性への認識が高まるにつれて（昔から民族国家にあったものであれ、移民や流動性の

高まりによるものであれ）、文化的・宗教的排他主義や、アイデンティティに基づく政治的

動員や暴力が劇的に広まっているのを目の当たりにする。テロリズム、麻薬関連の暴力、

戦争、国内紛争、さらには家庭内や学校内の暴力までもが増加している。こうした暴力の

パターンが教育に問いかけている。共に生きる価値観や態度を、教育は育成できるのかと。

さらに言えば、そうした紛争や危機の結果、およそ 3 千万人の子供たちが基礎教育を受け

る権利を奪われ、やがてその子供たちは、開発政策の中では無視される、教育のない未来

の大人世代となるのである。こうした問題は、世界中で他者への共感や社会の団結にとっ

ての重大な挑戦なのである。 

 

 一方で、各地域レベルとグローバル・レベルのガバナンスの文脈が変化する中で、公共

事案に発言の機会を求める声の高まりを実感する。インターネット接続、モバイル技術、
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その他のデジタルメディアの驚異的な進歩が、公教育へのアクセスの民主化と私教育の多

様化の推進と相まって、社会的、市民的、政治的関与のパターンを変容させている。さら

に言えば、国境や職種や学習空間を越えて、労働者や学習者の流動性が高まり、学習成果

や職能をどのように承認し、認定し、評価するかを見直す必要性が大きくなっている。 

 

 こうした変化は教育に影響を与え、学習のための新たなグローバルな文脈の出現を示し

ている。これらの変化の全てに対して教育政策による対応が必要な訳ではないが、こうし

た変化が新しい状況を作り出していることは確かである。そこで求められるのは新しい実

践だけでなく、人間の発達における学習の本質と教育と知識の役割を理解するための新た

な視点なのである。社会変容の新たな文脈の中で、我々は教育の目的と学習の実践を見直

す必要がある。 

 

知識、学習、教育は何を意味するか？ 

 

 知識は学習に関する議論では常に中心となるものであり、個人や社会が経験に意味を付

与する方法と理解できるだろう。つまり知識とは、広義では学習を通じて習得された情報、

理解、スキル、価値、態度と見ることができる。このように知識とは、それが生み出され

て再生産された、文化的、社会的、環境的、組織的文脈と切り離すことができない。6 

 

学習とはそうした知識を習得するプロセスと理解できる。プロセス自体とプロセスの結

果の両方を意味する。方法であり、結果でもあり、個別実践であり、集団的取り組みでも

ある。学習とは文脈によって定められる多面的な現実である。どんな知識を習得するか、

なぜ、どこで、いつするか、そしてその知識をどう使うかは、個人の発達にとっても社会

の発展にとっても同様に根本的な問いなのである。 

 

教育とは計画的、意図的、合目的かつ組織的な学習であると理解できる。フォーマルと

ノンフォーマルの教育機会はある程度まで組織化されていることが前提であるが、大多数

の学習機会は、たとえ計画的・意図的であったとしても、ほとんど組織化されていない。

フォーマルやノンフォーマルより組織化も制度化もされていないこうしたインフォーマル

教育には、職場で行われる学習活動（例えばインターンシップ）や、地域コミュニティや

日常生活での学習活動が含まれる。これらは個人主導、家族主導、あるいは社会主導で行

われる。7 

 

最後に、我々が日常生活の中で学習することの多くは計画的でも意図的でもないことを

認識することが重要である。こうしたインフォーマルな学習は、社会化のあらゆる経験に

内在しているものである。しかし、これから展開する議論では、意図的で組織化された学
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習に話を絞ることにする。 

 

本稿の構成 

 

 人間と社会の持続可能な開発が中心となる関心事であることから、第 1 部は今日のグロ

ーバルな社会変容のプロセスに見られる傾向、葛藤、矛盾について概観し、新たな知識の

範囲を提案している。同時に、人類の福祉への代替的ななアプローチ―多様な世界観や知

識体系を認めることなど―を探究する必要性と、それらのアプローチを持続する必要性を

強調している。 

 

 第 2 部では、教育への人間主義的アプローチを再確認し、新しい倫理的・道徳的基盤に

立った統合的アプローチの必要性を強調している。インクルーシブであり、不平等を単純

に再生産しない教育プロセスが求められている。教育を取り巻くグローバルな景観が変化

する中で、無分別な服従ではなく、批判的思考力と自立した判断力を育成するために教師

とその他の教育者の役割が重要である。 

 

 第 3 部では、複雑な世界における教育政策決定に関連する問題を検証する。その中には

フォーマル教育と雇用の間のギャップを認識し対応すること、国境や職業や学習空間を越

えて流動性が高まる世界の中で学習を承認し評価すること、グローバル化が進む世界の中

のシティズンシップ教育を再考することなどの課題が含まれる。多様性の尊重と、普遍的

価値や共通の人間性への配慮とのバランスをとることが大切である。最後に、グローバル・

ガバナンスの潜在的な形という文脈で、各国の教育政策決定の複雑さを考える。 

 

 第 4 部は、教育ガバナンスの基本的原則を再文脈化する必要性を探る。特に教育を受け

る権利と、教育は公共財（public goods）であるという原則に焦点を当てている。教育政策

の中で、知識とその創造、アクセス、習得、認定、活用の方法に、より大きな注意を払う

べきであると提案している。また、教育の実施を統治する基本的原則を再文脈化する必要

があると述べている。特に公共財としての教育という原則の再文脈化が必要である。教育

や知識をグローバルな共有財（common goods）と考えることが、変化する世界で集団的・

社会的取り組みとしての学習の目的や実践を再調整する有効な方法となると推奨している。

本稿の締め括りとして、キーとなるアイデアをまとめ、さらなる議論を喚起するための問

いかけを示している。 
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１．持続可能な開発―中心的課題 

 

「我々はこう考えなければならない。 

我々は一本の木につながる葉である。人類という一本の木に。 

我々は他者なしには生きていけない、その木なしには生きていけない。」 

パブロ・カザルス 

 

 教育の目的を見直すに当って我々のビジョンを導くのは、持続可能な人間及び社会の発

達への大きな関心である。サステナビリティとは、個人や社会が、よりよい未来を実現す

るために、ローカルあるいはグローバルで実行する責任ある行動と理解される。よりよい

未来とは社会的公正と環境的責務が社会経済発展の指針となるところである。今日の相互

関連し相互依存した世界の変化がもたらしているのは、これまで経験したことのない複雑

さ、葛藤、矛盾であり、我々が考えなければならないのは新たな知識の地平である。こう

した変化のパターンが求めるのは、進歩と人類の福祉に向かう代替的なアプローチを探す

ことである。 

 

 

挑戦と葛藤 

 

 ドロール・レポートは技術・経済・社会の変化がもたらす葛藤を幾つも明示した。グロ

ーバルとローカル、普遍的と個別的、伝統と近代化、精神と物質、長期的考察と短期的考

察、競争の必要性と機会均等の理想、知識の拡大と我々の吸収能力の葛藤などがある。こ

れら７つの葛藤は、現在の社会変容のダイナミクスを理解するためにも有効な考え方であ

る。その後新しい意味を獲得したものもあり、新たに生まれた葛藤もある。その中には、

増大する脆弱性、進行する不平等、増大する生態学的ストレス、増大する不寛容と暴力が

特徴である経済成長のパターンが含まれる。人権については進歩したが、それを守る規範

の実施は依然として課題のままである。 

 

生態学的ストレスと経済生産・消費の持続不可能なパターン 

 

 確実な成長こそが開発の目的であると長い間考えられてきた。その背景には、経済成長

は人類によりよい福祉を保障することに繋がるプラス効果をもたらすという前提があった。

ところが、生産と消費の持続不可能なパターンが示しているのは、経済成長に焦点を絞っ

た開発の支配的モデルの中にある根本的矛盾である。際限のない成長や自然の乱開発の結

果、気候変動が自然災害の増加をもたらし、特に貧しい国々がリスクにさらされている。
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気候変動、水など貴重な天然資源の劣化、生物多様性の喪失を目の前にして、サステナビ

リティが中心的な開発課題として浮かび上がってきたのである。 

 

20 世紀後半（1960‐2000）に水の使用量はそれまでの 2 倍になり、食料消費・生産は

2.5倍に、木材消費は 3倍に増加した。こうした増加をもたらしたのは人口増加である。世

界人口は 20 世紀後半にほぼ 3 倍になった。1950 年の 25 億人から 2013 年には 70 億を越

える数に膨らみ、2025年には 80億を越えると予想されている。8 2030年までに食糧需要

は 35％増加し、水需要は 40％、エネルギー需要は 50％増加すると推計されている。9 

 

さらに、史上初めて、世界人口の半数以上が都市部に住んでいる。2050 年までに世界人

口の 3分の 2である 60億人以上が都市部に住むようになる。10 その時までに世界の都市

人口の 80％がグローバル・サウスにある町に集中すると予測されている。11 世界の都市

人口の増加は、ミドルクラス層の生活スタイルの広がりとその消費・生産パターンと相ま

って、環境や気候変動に不都合な影響を与えており、世界中で自然災害のリスクを増大さ

せている。12  

こうした激変は世界中で生命、暮らし、公衆衛生に根本的脅威をもたらしている。無計

画もしくは貧弱な計画に基づいた都市化によって、自然災害や過激な気候状況に対しての

脆弱さが急激に増している。これまで例を見ない程の都市の拡大により、世界の社会、政

治、文化、環境の方向性が決められているのだ。結果として、持続可能な都市化という課

題が、21世紀に地球コミュニティが直面する最も切迫した課題の一つとなっている。13 

 

 人口増加と都市化のこうしたパターンは、生涯学習の見地から言えば、適切で柔軟な教

育機会を提供するために必要な組織的調整やパートナーシップに大きな影響を与える。全

人口に占める高齢者の割合は 2050年までに 2倍になると予測され、14 もっと多様な成人

教育や研修への要望が高まっている。アフリカの就労人口が予測どおりに伸びて、人口の

配当（demographic dividend）15 につながれば、適切な生涯教育と研修の機会を提供する

ことが求められるだろう。 

 

富の増加は脆弱性と不平等を拡大する 

 

 グローバルな貧困率は 1990年から 2010年の間に半減した。貧困率低下の理由は、2008

年の世界的な財政経済危機にもかかわらず、多くのアフリカ諸国を含む新興経済国での堅

調な経済成長によるところが大きかった。中国やインドでの急激な拡大に見られるように、

途上国のミドルクラス層はこれから先 15～20年は実質的には拡大を続けると思われる。16 

一方で、深刻な格差が世界中に根をはっており、貧困率は世界の様々な地域でかなりの差

がある。17 
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 国民総生産（GDP）の伸びが必ずしも必要なだけの雇用を生み出すわけではなく、望ま

れる仕事を生み出すわけでもない。雇用機会は成長する労働力に十分に見合う程は拡大し

ていない。 2013年には世界中で 2億人以上の人々が失業状態にあり、世界的失業はさら

に拡大する方向にある。東アジア、南アジア、サハラ以南のアフリカ諸国のように、世界

的失業の拡大の大部分を自らが経験している地域では、仕事の質の低下も併せて経験して

いる。脆弱な雇用形態が雇用全体のほぼ半分を占めており、貧困ライン以下あるいはぎり

ぎりで暮らしている労働者の増加をもたらしている。脆弱な雇用状態にある人々は、賃金

労働者や給与労働者に比べると、社会保障へのアクセスが限定的か全くない状態になる可

能性が高い。18 

 

 多くの国々での基本的な社会保障の欠如がそうした問題を悪化させており、不平等拡大

の原因となっている。こうした格差はグローバル・サウスの国々だけでなく、グローバル・

ノースに属する多くの国々の間で、また国内的にも起こっている。19 過去四半世紀を見る

と、富は一握りの人々に集中することが分かる。20 世界の富は、全体のほぼ半分が 1％の

最も裕福な層へ、残り半分が残り 99％の人々に21 に配分されている。このように急激に

拡大する収入格差が社会的排斥を後押しし、社会的団結を弱体化させている。多くの国々

で、極端な不平等が社会的葛藤の火種となり、政治不安や暴力紛争の潜在的要因となって

いる。 

 

ボックス１：強力な経済成長下で深刻な収入格差が広がるラテン・アメリカ 

ラテン・アメリカとカリブ海諸国は高い収入格差のある地域であり、過去数十年の強力な

経済成長と社会指標の改善にも関わらず、その状態に変わりがない。報告書は次のように

述べている。「賃金減少の原因は労働節約型の技術変換の影響と、労働市場の規律や組織の

相対的な弱体化にある。賃金の落ち込みは、収入配分の中間層や底辺層の人々に偏って影

響を与える可能性が高い。なぜなら、その人々は労働収入に多くを頼っているからだ。」ま

た、「非常に不平等な土地配分が社会的・政治的葛藤を生み出しており、経済非効率の原因

ともなる。小規模な土地所有者は生産性向上に必要なクレジットなどの資金へのアクセス

に欠ける場合が多く、大規模所有者は生産性向上へのインセンティブに欠ける場合がある

からだ。」 

 

出典：UN Department of Economic and Social Affairs, 2013. Inequality Matters. Report of 

the World Social Situation 2013. New York, United Nations. 

 

 

相互関連性が増すと不寛容と暴力が広がる 
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 新しいデジタル技術の開発により、手に入る情報と知識の量が飛躍的に伸び、世界中の

より多くの人々がそれらを簡単に手に入れることができるようになった。こうした情報コ

ミュニケーション技術は、持続可能な開発に向けて、連帯の精神に基づいて、知識や専門

性の共有に重要な役割を果たすことができる。ところが世界を見渡せば、民族・文化・宗

教的不寛容が増大し、排他的世界観を広げることを目的としたイデオロギー・政治的動員

のために同じコミュニケーション技術が使われているのだ。こうした動きはしばしばさら

なる犯罪的・政治的暴力に繋がり、やがて武力紛争に繋がる。 

 

女性や少女に対する暴力は、危機や不安定な状況下で増加する傾向がある。武力紛争に

よる混乱や強制退去の期間中やその後にその傾向が見られる。そのような状況下では、女

性に対する暴力は広がりを見せ、戦争戦術の一環として武装グループが強姦、強制売春、

性的人身売買を体系的に行なうこともある。22 さらに女性は社会内で疎外される可能性が

高く、健康や教育面で貧弱な状態に陥る結果となり、23 その事が家庭や子供の対処や状態

に直接的影響を与えている。 

 

 暴力―ドラッグ生産や密輸に絡んだ犯罪暴力（中央アメリカなど世界の特定の地域で重

大な問題）、政治的不安定、武力紛争を含む―は生命を脅かし、経済発展を阻害し続けてい

る。245億人もの人々が政治不安や紛争のリスクのある国々に住んでいると推計されている。

25世界中の暴力の結果を封じ込めて対処するために必要な経済コストは約 10 兆米ドルと見

られており、これは 2013 年の世界の GDP の 11％以上、あるいはアフリカ諸国の総 GDP

の 2倍にのぼる。26 さらに、安全保障と軍事に投資された分だけ、開発に向かうべき貴重

な公共予算が減らされたことになる。世界の軍事支出は 2000年以降増え続けており、2012

年には総額 1兆 7420億米ドルに達した。27多くの国々では教育よりも軍事費へ、GDPから

より多くが配分されている。 

 

 これら全ての事が、紛争予防に配慮した教育政策の設計と実施に重要な影響を与える。

教育は、暴力と政治不安の誘因となりうる不平等や社会葛藤を単純に再生産するものでは

ないとするなら、教育政策はその設計と実施の両方においてインクルーシブでなければな

らない。人権教育は、紛争勃発を招く問題とその公正な解決方法についての意識を向上さ

せるために重要な役割を果たすものである。この教育は、暴力と危機の時代において、無

差別と生命と人間の尊厳の保護という主要原則を促進するために不可欠である。そのため

には、安全で、非暴力で、インクルーシブで効果的な学習環境を全ての人々に保障するこ

とが必要である。 

 

人権―進歩と課題 
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 普遍的人権は、共通の理想に向かう我々全体の大志であり、人間は相違や差異と関係な

く尊厳が尊重され、個人の十分な発達のために十分な機会が与えられるべきものである。28 

ところが国際的規範の枠組みの採択状況とそれらの実施の間にはギャップがあり、これは

パワー・ダイナミクスと法律化された権利規則の間の葛藤が増大していることを示してい

る。国際的にも国内的にも法と正義のルールを作るという大志は、強力な利益団体の覇権

行使などによって阻まれている。普遍的人権を、法のルールによって、また社会・文化・

民族の規律によって、どの様に確保するかが課題である。 

 

 ジェンダーの問題は、長きにわたって差別の主な要因である。女性の権利は過去数十年

間に強化されており、特に「1979 年女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約

（女子差別撤廃委員会：CEDAW）」の適用を広げる努力と、「北京国際会議の行動枠組み

（1995）」の実施によるところが大きい。ところが、保健や教育へのアクセスにおいてのジ

ェンダー平等はかなり進歩しているが、社会、経済、政治への女性の発言権や参加の促進

という面ではあまり進展が見られない。29 極度の貧困状態にある人々の大部分は女性であ

り、30 世界の非識字者の大多数を占めるのも女性である。31 さらに、世界中の議会で女

性議員の占める割合は 20％以下である。32 労働市場で、特にインフォーマルセクターに

おいて、初めから弱い立場にある女性は、雇用機会の減少や断続する経済財政危機の影響

に起因する過酷な就業競争の中で、さらに不安定になっている。現在では女性労働力の半

分が脆弱な雇用状態にあり、雇用保障もなく、経済ショックに対する保護もない。33 この

問題は、賃金や昇進面での既存の女性差別に追加される差別である。 
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知識の新たな地平 

 

サイバーワールド 

 

今日の発展を定義する特徴のひとつが、インターネット接続とモバイル普及の驚異的伸

びによるサイバーワールドの出現と拡大である。34 我々は繋がった世界で暮らしている。

推計で世界人口の 40％が現在インターネットを使っており、この割合は驚くべき率で増え

ている。35 国や地域間でインターネットの接続性にはかなりの差異があるが、グローバ

ル・サウスでインターネットへリンクできる世帯数は、今やグローバル・ノースの同様の

世帯数を追い越している。さらに、世界のモバイル電話契約数の 70％以上がグローバル・

サウスである。36 今後 20年のうちに、50億の人々が、インターネットのない暮らしから

完全に繋がった暮らしに移行することが予想される。37 しかし、国や地域間での接続性に

はまだかなりの格差があり、例えば都市部と田舎では大きく異なる。限られたブロードバ

ンド速度や接続性不足により、知識へのアクセスや社会・経済開発への参加が疎外されて

いる。 

 

 インターネットが変容させたのは、人々の情報・知識へのアクセスの方法と交流の仕方

であり、公共管理とビジネスの方向性である。デジタル接続は、保健、教育、コミュニケ

ーション、余暇、福祉の各分野で有望視されている。38 人工頭脳開発、３D プリンター、

ホログラフィック再生、インスタント複写、音声認識やジェスチャー認識のソフトウエア

などは現在試験中の技術のほんの一端である。人間の活動がデジタル技術によって作り変

えられている。日常生活から国際関係まで、仕事からレジャーまで、我々の私的生活と公

的生活の多様な側面が再定義されているのだ。 

 

 こうした技術によって表現の自由への機会は拡大し、社会的、市民的、政治的運動へ参

加する機会も増えた。一方で大きな課題も出現している。例えば、サイバーワールドで個

人情報が入手可能になれば、プライバシーや安全を脅かす深刻な問題が生じる。コミュニ

ケーションと社会化のための新たな空間が出現することによって、これまで「社会」とい

う概念を形作っていたものが変容し、その空間の過剰使用や乱用や誤使用を防ぐための法

的措置や安全基準を設けることが必要になる。39 インターネットやモバイル技術やソーシ

ャルメディアの誤使用の例は、いじめから犯罪行為まで、さらにはテロリズムにまで及ぶ。

この新たなサイバーワールドにおける教育者の役割は、デジタルネイティブ40 と呼ばれる

新世代が、現在ある技術だけでなく、これから発明されるものまで含むデジタル技術の倫

理的・社会的側面に対応できるようにすることである。 

 

神経科学の進歩 
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 最近の神経科学の発展は、生物学的プロセスと人間の学習との関係をよりよく理解した

いと望んでいる教育コミュニティの関心を集めている。発展の成果を教育政策に反映する

には時期尚早ではあるが、教え方や学習実践を向上させる潜在力は大きな可能性を示して

いる。例えば、脳が人生の異なる段階でどのように発達し機能するかについての最新の知

見は、我々がどのように、いつ学習するかを理解する上で役に立つ。 

 

 例えば、最重要の知見の中には学習活動の敏感な時期41に関するものがあり、言語習得は

幼い年齢にそのピークがあることを示している。この事が示しているのは幼児教育の重要

性であり、幼児期に複数言語を学習する可能性である。別の研究成果は脳の可塑性を指摘

しており、脳は生涯を通じて環境的要求に応えて変化する能力があることを示している。42

この指摘は生涯学習の考え方をサポートするもので、年齢に関係なく適切な学習機会を提

供することの重要さを裏付けている。 

 

 さらに、栄養、睡眠、スポーツ、リクレーションなどの環境的要素が脳の最適な働きに

よい影響を与えることを知らなければならない。同様に重要なこととして、肉体的健康と

知的健康の密接な相互依存性や、脳の感情・認知・分析・創造機能の相互交流性を認識す

る統合的アプローチが必要であることを確認しなければならない。神経科学研究の新たな

方向性のお陰で、遺伝と環境（nature-nurture）の関係性について我々の理解が深まり、

ひいては我々の教育的イニシアティブを向上させることに繋がるはずである。 

 

気候変動と代替エネルギー源 

 

 気候変動は今世紀を特徴づける課題の一つである。気候変動への対策と、その不都合な

インパクトへの対処法の両方の意味からそう言える。緩和策はガス排出を抑え込み、地球

にこれ以上重大な影響を与えないように共同の取り組みを求める。適応策は地球の脆弱性

を減らし、インパクトへの抵抗力をつける。教育は気候変動の緩和策と適応策の両方に対

する意識を向上させ、行動変化を推進するために大きな役割を果たすものである。43 

 

 代替的な非炭素再生可能エネルギー源の使用へと集団的転換を促進するために、教育は

重要な役割を果たす。実現できれば気候変動の不都合なインパクトを緩和することができ

る。炭素エネルギー源から脱して非炭素エネルギー源に切り替えるには、我々の信念や物

の見方を変え、転換を容易にする考え方を深めることが必要である。エネルギー関連イン

フラが自力で適切な変化を起こすことは期待できない。 

 

 さらに、教育は適応力という大切な能力を育てる。変化する環境の生態学的、社会的、
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経済的現実に生命や生活を適応させるために必要な知識・スキル・行動様式は、現在世代

と次世代に伝えなければならないものである。「2014年リマ教育と意識啓発に関する閣僚宣

言」は「気候変動の問題をカリキュラムに含める教育戦略を開発することと、自国の優先

課題と能力に照らして気候変動への意識啓発を、国家開発・気候変動戦略政策の設計と実

施に盛り込むことを政府に勧告した」。 

 

創造性、文化的イノベーション、若者 

 

 近年、新しい形の文化・芸術表現が生まれている。それらは、世界規模で相互連結性が

高まり、文化交流が拡大したことで推し進められた文化変容の結果である。そのプロセス

の担い手は大部分が若者である。特有の複層性に富んだ新しいパブリックな美意識が表現

されているのを目の当たりにする。ファッションから食べ物、音楽、人間関係まで、若者

の生きる各分野で、イノベーションに新しい形を与えたいという意欲的取り組みに遭遇す

る。現在、世界中で 10 億人を越える 15 歳から 24 歳までの若者が、史上最も情報を持ち、

アクティブで繋がったモバイル世代である。44 世界の 18 歳から 24 歳の若者の 90％以上

がフェイスブックやツイッターといった何らかのソーシャルメディアを使っていると推計

されている。彼らはソーシャルメディアで探索し、その結果を共有することにかなりの時

間を費やしている。こうして、他の文化への意識や理解を広げる環境が生み出され、世界

規模の美学的取り組みが生まれており、それは別の知識体系の重要性を認識することへと

繋がっている。文化多様性は、発明やイノベーションの源として益々その意義を増してお

り、今日では持続可能な人間の発達のための貴重な資源である。45 
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代替的なアプローチの探究 

 

複層的世界で多様な世界観を認めること 

 

 今日の開発パターンの複雑さに直面している我々にとって、人間の進歩と福祉への代替

的なアプローチを探すことは極めて重要なことである。グローバル・ノースとグローバル・

サウスの両方で、社会の多様性に着目することが肝要である。文化多様性は創造性と富を

生み出す人類の偉大な源である。文化多様性が求めるのは、世界を異なる視点から観るこ

とである。人類全体に影響する問題を解決する時や、自然の生態系、コミュニティ、個人、

宗教、精神性といった生命の根源的側面を判断する時に、異なったアプローチをもたらし

てくれる。我々は普遍的価値の共通核を再確認する一方で、生きている現実の多様性を認

識しなければならない。多様性を捉えるにはどんな国際的定義やアプローチをもってして

も困難であるため、健康、教育、収入などの伝統的指標を越える新たな視点が待たれると

ころである。残念ながら、人間の福祉というような多面性のある観念は主観的で文脈的で

あるため、現行の政策アプローチの多くは偏向して不適切な内容のままなのである。46 

 

ボックス２：多様な知識体系との出会い 

西欧文化は、独自の知識を独自の速度で我々にもたらした。我々の吸収力は不完全であり、

逸脱も数多くあったものの、我々の知的生活は一変した。新しい文化が我々の精神的伝統

にもたらした矛盾そのものによって、従来からの習慣の惰性から、輝かしい意識へと我々

を目覚めさせてくれる。私が異を唱えるのは、わざとらしいやり方で、外国の教育が我が

国民の心の隅々にまで侵入するようにしむけ、真理の新たな結びつきによる新しい思想力

の創造という素晴らしい機会を抹殺し阻害しようとすることに対してである。私は強調し

たい。我々の文化は強化されねばならない。それは西欧文化に抗するためでなく、それを

真に受け入れ吸収するためであり、重荷としてではなく我々の栄養として使うためだ。西

欧文化の隅で書物や知恵の下僕として生きるのではなく、その文化に勝利を収めるためな

のだ。 

 

出典：Tagore, R. 1996. The Centre of Indian Culture. Sisir Kumar Das (ed.), The English Writings of 

Rabindranath Tagore, Vol. 2, Plays, Stories, Essays. New Delhi, Sahitya Akademi, p. 486. 

 

 

代替的な知識体系の統合 

 

 知識の支配的モデルにとって代わるものを探すことが必要である。代替的な知識体系は、

劣等の位置に追いやられるべきではなく、きちんと認識して、解説されるべきである。ど
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この社会でも、別の世界観を発見し、理解することにもっとオープンになれば、お互いか

ら多くを学ぶことができる。例えば、世界中の農村社会、特に先住民社会から、人間社会

と自然環境との関係について学ぶことが多い。多くの先住民文化では、地球は「母」と考

えられている。そのため、生死に関わるような正当な理由なく、地球とその産物を傷つけ

てはならない。多くの文化において人間は自然の一員であり、他の生物と権利は平等で、

けして優位に立つものではないと考えられている。多くの農村社会では、時間を直線的観

念ではなく円環的観念でとらえている。それは農作業や四季のめぐりと関係し、コミュニ

ティの精神的幸福を増進させる祭りや儀礼と結びついている。同じように集団的意思決定

のアプローチが異なっている。ある社会では民主主義の手法を取り、集団的決定を投票で

行なう。少人数グループにおいても同様である。別の社会はコンセンサスを求め、議論し、

討議し、納得させる手法で行なう。異なる世界観という宝庫は人類全体を豊かにするもの

である。我々が自分たちの思い込みを捨て、現実を別の視点から説明する可能性に、心を

開きさえすればいいのだ。 

 

 フランツ・ファノン、エメ・セゼール、ラビンドラナート・タゴールなどの思想家が言

うように、ある知識体系に特権を与えると、それは実は、ある権力構造に特権を与えるこ

とであると想起することが重要である。今日の世界で教育と開発の未来に必要なことは、

異なった世界観の間の対話を増やすことだ。それは多様な現実から生まれた知識体系を統

合するためであり、人類共通の遺産を作るためである。教育関連の国際討論の場では、グ

ローバル・サウスからの声に耳を傾ける必要がある。例えばラテン・アメリカのアンデス

のコミュニティでは、開発はスマック・カウサイ（sumak kawsay―「よく生きる」という

意味のケチュア語）という考え方で表現される。これは先住民文化とその世界観にルーツ

のある、開発の代替的な概念として提案されており、エクアドルとボリビアの憲法にも記

載されている。マハトマ・ガンディーの唱えた「受託（trusteeship）」という考え方―地球

の富を所有者としてではなく、全生物と未来世代から託された受託者として管理するとい

う考え方―も考慮する価値がある。47 
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ボックス３：スマック・カウサイ―開発の代替的な視点 

スマック・カウサイという考え方は、エクアドルのアンデス地方に住むケチュア族の世界

観にルーツがある。スペイン語では‘buen vivir’という意味で、英語で‘good living’や 

‘well living’と訳される。これは調和的な集団的開発を意味し、個人を社会文化コミュニ

ティと自然環境という文脈の内側で捉えている。ケチュア族の民族信仰にルーツがある考

え方で、支配的な開発モデルについての西欧の批判を取り入れ、人間どうしの調和と人間

と自然環境の調和に基づいた代替的なパラダイムを提供している。 

 

この考え方は、エクアドル憲法が最近改訂される際に参考にされ、「多様性に富み、自然と

調和した公共的共存の新しい形であり、よい生き方（sumak kawsay）を達成できる」と言

及されている。この憲法は、「国民には、サステナビリティと‘よい生き方’が保障される

健康的で生態学的バランスのとれた環境の中で暮らす権利がある」という認識に基づいて

いる。さらに国家の責任として次のことが明記されている。「知識の創出を促進すること、

科学技術研究を振興すること、先祖の知恵を向上させ‘よい生き方’の達成に寄与するこ

と。」48 

 

 

多様な世界の中で教育を見直す 

 

 公正で実行性のある持続可能な人間及び社会の発達の新しいビジョンを踏まえて、教育

の目的も見直されなければならない。サステナビリティのビジョンが考慮すべきことは、

人間開発の社会的、環境的、経済的側面と、それらを教育に関連づける様々な方法である。

「エンパワリング教育とは、我々が必要とする人材―生産的で、学び続けることができ、

問題を解決でき、創造的で、自然と平和的に調和して共に生きられる人材―を育成する教

育のことである。国家がそのような教育を、誰でもが人生のどの段階でも受けられるよう

にすれば、静かな革命が動き始める。そこでは教育が持続可能な開発のエンジンとなり、

よりよい世界への鍵となる。」49教育は、世界規模の持続可能な開発の新しいビジョンに貢

献することができるし、また、そうしなければならないのである。 
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ボックス４：教育を通じて持続可能な開発を推進する 

「教育―フォーマル教育、公衆の意識啓発、研修を含む―とは、人間と社会が最大の潜在

能力を獲得するためのプロセスと認識されるべきである。持続可能な開発を推進し、環境

問題・開発問題に対処する人々の能力を向上させるために、教育は極めて重要である。」 

 

アジェンダ 21、第 36条、第３項、1992年 

 

2014 年持続可能な開発のための教育（ESD）あいち・なごや宣言は、各国政府に対して、

「自国の教育、研修、持続可能な開発政策への ESDの統合を強化する」ことを要望してい

る。 

 

 

 組織化された学習はどのような形態のものでも、適応力と変容力の両方を育成できる。

質のよい基礎教育とその後の学習と研修は、個人やコミュニティが、ローカルとグローバ

ルの環境・社会・経済変化に適応できるようにするために重要な役割を果たす。一方で、

社会変容に影響を及ぼす能力を強化・開発するためにも、学習は大切なのである。確かに

教育は、我々の考え方や世界観を変容させるという困難な仕事にも力を発揮する。人々が

平等な尊厳を持って意義ある人生を送るために必要な能力の開発に、教育は中心的役割を

果たすものである。教育の新しいビジョンには、批判的思考力と自立した判断力と討議力

の育成を含めるべきである。こうした転換を可能にするために必要なことは、教育の質を

向上させ、個人や社会が望むような経済的・社会的文脈に合致する学習の提供を向上させ

ることである。 

 

 質の高い教育を受ける権利とは、意義ある適切な学習の権利である。しかしながら、多

様な世界の中のコミュニティでは学習ニーズが多岐にわたる。適切な学習とは、尊厳ある

生活を送るために、それぞれの文化、それぞれのグループが必要とするものを反映してい

なければならない。生活の質を決めるには多くの異なった基準があり、学習する内容を決

める基準もまた多岐にわたるということである。支配的である功利主義的な教育観は、人

類の福祉についての別の考え方に耳を傾けるべきである。それが共有財としての教育の妥

当性に焦点を当てることに繋がる。つまり、これまで声を上げることのなかった人々の沈

黙の声を聞くことが大切なのである。多様性がもたらす巨大な富は、人類の福祉を探究す

るという集団的な取り組みの中で、我々全体を啓発する力がある。人間主義的見地こそが、

教育と人類の福祉への代替的なアプローチの必須基盤となるものである。 
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２．人間主義的アプローチの再確認 

 

私の人間性はあなたの人間性と固く結ばれている。 

私たちは共にいてはじめて人間といえるのだから。 

デズモンド・ツツ 

 

 人間の尊厳、能力、福祉を、他者や自然との関係の中で持続し、向上させることが 21世

紀の教育の根本的な目的である。この大志はヒューマニズム（人間中心主義）と呼ばれ、

この考え方を観念的にも具体的にも促進するのがユネスコのミッションである。ヒューマ

ニズムの考え方はユネスコにおいて長い伝統がある。1953 年に遡ると、ニューデリーで開

催された「東洋と西洋におけるヒューマニズムと教育」に関する国際円卓会議の議事録を

ユネスコが出版している。50 

 

 ヒューマニズムの考え方は、多様な文化・宗教伝統においても、また数多くの多彩な哲

学的解釈においても長い伝統がある。例えば、主要な解釈の一つは、ヒューマニズムを無

神論や世俗的合理主義と同一視するものであった。やがてその解釈は現象学や実存主義な

ど他の哲学に広がった。これらは人類とその他の自然世界との間に存在論的差異を認識す

るものである。一方で、有力な宗教的解釈として、人間の功績―教育的、文化的、科学的

功績―を、人間と自然、宇宙、創造主との関係性の成熟を示すものとする考え方があった。

20世紀後半から 21世紀初頭において、人間中心主義と神中心主義の両方を批判する声が、

フェミニストやエコロジストなどのポストモダニストの間から出され、近年ではトランス

ヒューマニストやポストヒューマニストと自称する人々から批判が出ている。彼らは生物

学的選別や急進主義を標榜している。 

 

 こうした解釈はどれも、根本的な道徳的・倫理的問題を提起しており、そのどれもが明

らかに教育的課題となる事柄である。 

 

教育への人間主義的アプローチ 

 

 人間主義的ビジョンは、万人の教育の目的と実践への統合的アプローチの基盤となる普

遍的な倫理的原則を再確認するものである。このアプローチは、我々共通の人間性に資す

るために、必要な知識の習得と能力の開発を推進する学習プロセスの設計に影響を与える。

人間主義的アプローチでは、経済発展に果たす教育の実利的役割を越える議論が求められ

る。そこでの中心的課題は包括性（inclusiveness）であり、排除や疎外をしない教育であ

る。このアプローチが、グローバルな学習環境の変容に対処する指針となり、教師や他の
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教育者は引き続き、持続可能な開発のための学習を進めるに当たっての中心的役割を果た

すことになる。 

 

支配的な開発論議に反論する 

 

 教育の目的や望まれる社会というような大きな問題に取り組む際には、文化的、社会的、

経済的、倫理的、市民的側面を考慮する必要がある。教育の経済的機能が重要なことは疑

いがないが、多くの国際的な開発論議で特徴的な、全くの実利的ビジョンや人的資本アプ

ローチを越えなければならない。51 教育の目的はスキル獲得だけでなく、多様な世界での

社会的調和に必要な、生命や人間の尊厳の尊重という価値を育てることである。倫理的問

題が開発プロセスの根本であることを理解することで、現在の支配的論調に反論できる。

こうした理解に立てば、アマルティア・センの提唱する開発の代替的な視点に沿って、人

間が意義と尊厳のある人生を送るための能力を開発するという教育の役割が推進されるの

だ。52 

 

健全な倫理的・道徳的基盤に基づいた統合的アプローチ 

 

それ故、社会・経済・文化の発展のための生涯を通じた学習への人間主義的アプローチ

を再確認することが必要なのである。当然ながら、異なる学習環境や人生の異なる時期に

よって、どの側面に焦点を絞るかは変わるかもしれないが、教育の実施原則として生涯学

習の妥当性を再確認する際に、社会的・経済的・文化的側面を統合することが非常に重要

である。53 ユネスコの初代事務局長ジュリアン・ハックスレーによってユネスコの指針と

して提唱され、1972 年のフォール・レポートにも取り上げられた科学的ヒューマニズムの

考え方を越えるものが、教育の人間主義的アプローチである。54 先に述べたとおり、ヒュ

ーマニズムの概念は、幾つものしばしば相反する解釈を生み出したが、そのどれもが、明

らかに教育が取り扱うべき基本的な倫理的・道徳的問題を提起している。21 世紀の教育が

基本的に目的とすべきことは、人間の尊厳、能力、福祉を、他者や自然との関係の中で持

続し向上させることである。55教育の基盤であり、目的である人間主義的価値に含まれるの

は、生命と人間尊厳の尊重、平等な権利と社会的公正、文化と社会の多様性、人類連帯の

精神と共通な未来のための共同責任である。マーティン・ブーバー56 とパウロ・フレイレ57 

が奨励したように、学習への対話的アプローチが求められている。人を疎外し、物として

扱うような学習システムを我々は拒否しなければならない。人々を分断し、人間性を奪う

ような社会的慣習に則ったものも同様である。サステナビリティと平和の達成をめざすな

らば、こうした価値と原則に基づいて教育することが非常に重要である。  

 

教育の領域を前述の方向に広げていけば、教育は変革する力を持ち、人類のための持続
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可能な未来に寄与することができる。この倫理的基盤の上で、批判的思考力、自立した判

断力、問題解決力、情報メディア・リテラシーのスキルが、変革する態度を育成するため

に不可欠の能力である。教育への統合的・人間主義的アプローチは、1996 年のドロール・

レポートが示したように、サステナビリティがグローバルな開発の中心課題となっている

今日の世界にとって、何よりも適切と言えるのだ。持続可能な開発とは、環境への責務と

社会的公正への配慮に導かれて経済成長をすることであり、多様な社会的、倫理的、経済

的、文化的、市民的、精神的側面を取り扱う統合的アプローチが教育には必要である。 

 

教育と学習については、認知面と、情緒・倫理面の間の伝統的二分法を乗り越える統合

的アプローチが必要である。学習の認知面とその他の面の二分法を克服することの重要さ

が次第に認識されている。この考えは、学校教育において学習到達度の測定を重視してい

る人々の間でも広がっている。より統合的な評価枠組みが近年には提案されており、伝統

的な学習分野を、例えば、社会面、情緒面、文化・芸術にまで広げるものもある。58 

 

こうした試みが示しているのは、大切な情緒面、社会面、倫理面の学習をいかに数値化

して評価するかという困難な課題があるにもかかわらず、特にグローバルなレベルで、従

来型の学習を越える必要性が認識されているということである。 

 

教育の四つの柱を再解釈し保護する 

 

1996 年のドロール・レポートの最も影響力のある考え方の一つが学習の四つの柱である。

フォーマル教育はある種の知識のみを強調する傾向があり、人間開発を持続させるために

必要なその他のものを犠牲にするとレポートは述べている。すべての学習実践で、四つの

柱のそれぞれに公平に注意を払うように説いている。59 

 

 ・知ることの学習―広い一般知識と共に幾つかの教科を深く学ぶ機会がある 

 ・行なうことの学習―職業的スキルのみならず、多くの状況に対応できる能力とチーム

で作業する能力を身につける 

 ・存在することの学習―自分の個性を育成し、自主性、判断力、個人としての責任を持

って行動できるようにする 

 ・共に生きることの学習―他者を理解し、相互依存を評価する気持ちを育成する 

 

四つの柱に反映された教育への統合的アプローチの考え方は、世界中の多くの国々で政

策討議や教員研修やカリキュラム開発に大きな影響を与えてきた。最近の例を挙げると、

スペインのバスク地方の基礎教育カリキュラムに啓発的な導入として四つの柱が使われて

おり、その発展に役立てられている。四つの柱は、現在の教育への統合的アプローチにも
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十分適正な考え方である。その包括的なものの見方が、異なった文脈や時代に対応するた

めに必要な統合的学習という解釈を成り立たせている。しかし、サステナビリティへの懸

念が高まっている今、四つの柱には新しい解釈が必要かもしれない。例えば「共に生きる

ことの学習」には、人間交流の社会的・文化的側面を越えて、人間社会と自然環境の関係

の問題までを網羅することが必要である。 

 

 さらに大きな課題として、学習の四つの柱は、現代社会の問題の下で根本的な脅威にさ

らされており、中でも、教育の果たす社会化機能をよく表している「存在することの学習」

と「共に生きることの学習」において特にそうである。学習プロセスの中で倫理的原則と

価値を強化することで、教育の人間主義的ビジョンの四つの柱を守ることが大切である。 

 

学ぶことの学習と能力の開発 

 

 複雑で不安定な現代に求められるスキルや能力について、最近は国際的によく議論され

ている。ところが、そうしたスキルや能力に多様で重複した定義付けがされたり、複数の

カテゴリー化がされたりするため混乱が生じている。スキル（skills）と能力（competencies）

という言葉はしばしば入れ替えて使われるが、この二つにははっきりした違いがある。能

力の意味する範囲の方が広く、特定の文脈において要請に応じて、知識―情報、理解、ス

キル、価値、態度を広く包含すると理解される―を使う力を意味する。 
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ボックス５：基礎スキル、汎用的スキル、技術・職業スキル 

EFA グローバル・モニタリング・レポート 2012 が、仕事に関連した様々なタイプのスキ

ルへの有効なアプローチを提案している。若者に必要な 3 つの主要スキルとして、基礎ス

キル、汎用的（transferable）スキル、技術・職業スキルを挙げて、それぞれが習得される

状況が説明されている。 

 

基礎スキル：若者の最も初歩的なレベルでは、基礎スキルとは識字力と計算力である。こ

れらは、日常生活を送る収入を得る仕事に就くために必要なスキルである。こうした基礎

は次の教育や訓練を受けるための必須条件であり、汎用的スキルや技術・職業スキルの習

得のためにも必須のものである。 

 

汎用的スキル：仕事を探したり、その仕事を続けたりするためには、異なった職場のニー

ズや環境に汎用性があり、適応できる広範なスキルが必要である。汎用的スキルに含まれ

るのは、問題を分析し適切な解決策を導く能力、考えや情報を効果的に伝達する能力、創

造性、リーダーシップや誠実さ、起業能力などがある。これらのスキルは、ある程度は学

校の外で育成されるが、教育や訓練によってさらに磨きをかけることができる。 

 

技術・職業スキル：多くの仕事においては、特定の技術的ノウハウが必要とされる。野菜

作りからミシン作業、レンガ積みから大工仕事、事務所でのコンピュータ作業に至るまで

様々である。技術・職業スキルの習得は、中等教育とフォーマル技術・職業教育に組み込

まれた実習プログラム、あるいは伝統的徒弟制や農場実習などを含む実地訓練によってな

される。 

 

出典：UNESCO. 2012. Youth and Skills: Putting education to work. EFA Global Monitoring Report 

2012. Paris, UNESCO. 

 

 

 「ソフト」、「汎用的 (transferable)」、「非認知的（non-cognitive）」あるいは「21世紀型」

と呼ばれるスキルの重要性に着目することにより、教育内容・手法に関する現代の考え方

の幅が広がった。競争力を高めるには創造性と起業精神が必要であるというのが、教育の

基本的かつ暗黙的な前提だ。この前提は教育の経済的機能にとっては重要であるが、複雑

な人間存在に対処するために個人やコミュニティが必要とする能力の育成がおろそかにな

ってはならない。その能力は個人とコミュニティの両方を強化するもので、与えられた状

況下で解決策を見つけ、他者と新たな絆を結ぶために、適切な知識（情報、理解、スキル、

価値）を責任をもって創造的に使う力を高めるものである。 
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 必要な知識とは、中央権力から与えられるものではなく、学校や教師やコミュニティが

決めるものである。知識は単に伝えられるだけでなく、探索され、研究され、実験され、

人間のニーズに基づいて創造される。知識は基礎的言語能力やコミュニケーション力の育

成に、問題解決に、そして、より高度なスキル―論理的思考力、分析力、統合力、演繹力、

帰納力、仮説思考力―の開発のために使われる。最も重要なスキル―情報にアクセスし、

批判的に処理するスキル―を育成するために、知識は我々にもたらされたものである。「学

ぶことの学習」が今日ほど重要な時はかつてなかったのである。 

 

 現在、インターネット上で手に入る情報の量は膨大である。学習者に教えなければなら

ないことは、自分たちが毎日出会う膨大な情報をどの様に理解し、信用できる情報源を見

つけ、手にした情報の信頼性と正当性を評価し、情報の真正性と正確さを問い、新しい知

識をそれまでの学習に関連付け、自分たちがすでに理解している情報との関連でその意義

を見定めるにはどうすればよいかである。60 

 

カリキュラム開発を再考する 

 

 人間主義的カリキュラムとは、政策立案と内容の観点から見るとどのようなものだろう

か。学習内容と手法の点から言えば、回答を与えるよりも当然ながら質問を多く提起する

カリキュラムである。多様性を尊重し、いかなる形の（文化的）ヘゲモニー、固定観念、

偏見も拒否する。異文化教育を前提としたカリキュラムであり、社会の多様性を認める一

方で多様性と普遍的価値のバランスを確保している。政策の観点では、カリキュラムの枠

組みとは、大きな教育目標とその達成へのプロセスを橋渡しする道具である。カリキュラ

ムの枠組みを正当なものにするには、教育目標を定める政策対話のプロセスを参加型でイ

ンクルーシブにしなければならない。61カリキュラム政策と内容の基礎となるのは、持続可

能な開発の柱である社会的・経済的公正、平等、環境的責任の原則である。 
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よりインクルーシブな教育の確立 

 

基礎教育の前進と根強い不平等 

 

 2000 年以降、基礎教育を受ける権利の確保については大きな前進があり、万人のための

教育（EFA）事業とミレニアム開発目標（MDG）枠組みの果たした役割は大きい。就学率

の向上、学校に行けない子供の数の減少、特に若者の識字率向上、世界の就学率と成人識

字率に占める男女差の減少にその前進が表れている。 

 

 こうした前進にもかかわらず、1990 年に各国政府と国際開発パートナーによってなされ

た、「全ての子供、若者、大人の基礎的学習ニーズを満たす」という公約は果たされていな

い。世界で約 6 千万人の子供たちと 7 千万人の青少年は依然として効果的な基礎教育へア

クセスできていない。2011年には約 7億 7千 5百万人の大人が不十分な識字力しか持たな

いと想定されていた。フォーマル基礎教育を受けている人々でも、不完全な通学や教育の

質の低さによって、基礎的スキルの習得が不十分なレベルである。教育の質と学習内容の

適切さの確保は依然として主要課題のままである。少なくとも 2億 5千万人の子供たちは、

学校に最低 4年間通っても、読み書きも計算もうまくできないままである。62 

 

 さらに、国家間の深刻な不平等が根強くある一方、多くの国々では、国の平均が国内の

基礎教育の達成度と成果水準に存在する著しい不平等を覆い隠している。63 ジェンダーや

都市と農村のギャップなど、教育の伝統的な阻害要因が、収入、言語、マイノリティ、障

害などと相まって、「互いに強め合う不利益」を作り続けており、特に低収入や紛争の影響

下の国々でこの傾向が強い。64 
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ボックス６：障害児はしばしば見落とされる 

障害児は往々にして教育の権利を否定される。しかし、彼らの就学実態はほとんど知られ

ていない。障害児に関するデータ収集は偏向しているが、それでも彼らが直面している困

難に対応する政策の必要性がそこに読み取れる。 

 

ある推計によると、2004 年に 14 歳以下の 9,300 万人の子供、もしくは世界の子供人口の

5.1％は「中程度あるいは深刻な障害」を持って暮らしていることが分かる。世界保健調査

によれば、15カ国の低所得及び中間所得国のうちの 14カ国で、障害を持つ労働人口の三分

の一以下しか小学校を卒業していないと見られる。例えばバングラデシュでは、障害者の

30％しか小学校を卒業していないのに対して、健常者の 48％が卒業している。ザンビアで

はこの比率が 43％と 57％、パラグアイでは 56％と 72％になる。 

 

この統計が示しているのは、障害のリスクが上がるほど学校へ行く機会が奪われるという

ことである。バングラデシュ、ブータン、イラクでは、精神障害児が最も権利を奪われて

いる。例えばイラクでは、2006年には 6歳から 9歳の健常児の 10％が学校に行っていない

が、聴覚障害児は 19％が、高度精神障害児は 51％が学校に行っていない。タイでは 2005‐

2006 年には 6 歳から 9 歳の健常児のほぼ全員が学校に行っているが、歩行運動障害児の

34％が学校に行っていない。 

 

出典：UNESCO. 2014. Teaching and Learning: Achieving quality for all. EFA Global Monitoring Report 

2013-2014: Paris, UNESCO.  

 

 

基礎教育におけるジェンダー平等 

 

教育のジェンダー平等は、フォーマル教育のジェンダー・パリティ（格差解消）とこれ

までほぼ同義とされてきた。ジェンダーは教育の不平等や格差の伝統的な要因であり、多

くの場合、少女や女性の不利益に繋がるものだった。ところが 2000年以降の世界でこの格

差の解消にかなりの進展が見られ、少女や女性がフォーマル教育を受ける割合が向上して

いる。確かに初等教育のジェンダー・パリティは中央・東ヨーロッパ、中央アジア、東ア

ジア及び太平洋地域、ラテン・アメリカ及びカリブ海諸国、北アメリカ、西ヨーロッパで

達成されている。また、2000 年以降、南西アジアでもジェンダー格差の解消に進展が見ら

れており、サハラ以南のアフリカやアラブ諸国でも、率は低いながらも前進が見られる。

ところが、こうした貴重な前進にもかかわらず、学校に行っていない子供の大多数は少女

であり、世界で識字力の低い若者や大人の三分の二が女性である。女性の能力向上を確実
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なものにするために、ジェンダー不平等との闘いに少年や男性も参加することが必要であ

る。この取り組みはまず基礎教育から始めなければならない。 

 

ボックス７：教育を奪われた少女達の声を聴く 

教育は人生の恵みのひとつであり、人生で必要なもののひとつです。 

今日、私は私ひとりの声ではなく、多くの声なのです。 

私は 6,600万人の教育を奪われた少女達です。 

私は私の声をあげているのではなく、その 6,600万人の少女達の声をあげています。 

 

マララ・ユスフザイによるノーベル平和賞授賞式スピーチ（オスロ、2014年 12月 10 日） 

 

 

中等・高等教育のジェンダー・パリティ 

 

中等教育では、ジェンダー・パリティの目標が、中央アジア、東アジア、ラテン・アメ

リカ及びカリブ海諸国、さらに北アメリカと西ヨーロッパなどの地域で達成されている。

その他の地域でもジェンダー格差は埋められてきており、特に南西アジアやアラブ諸国で

も、程度の差はあるものの前進している。中等教育のジェンダー格差は、平均就学率が最

低であるサハラ以南のアフリカ、西アジア、南アジアで特に顕著である。高等教育では、

特にサハラ以南アフリカの大学生に占める女性の割合は低いままであり、高等教育のジェ

ンダー・パリティ目標が重要な課題となっている。世界の他の地域では前進が見られるが、

特にアラブ諸国、東アジア及び太平洋諸国、南西アジアにおいて顕著である。中央・東ヨ

ーロッパ、カリブ海諸国、北アメリカ、太平洋諸国、西ヨーロッパなどの地域では、高等

教育を受ける女性の割合が男性を越えるのが実情だ。これは中等教育への女子の就学率の

急速な伸びのためだけでなく、男子の就学率や修了率の低下によることが多くの地域で確

認されている。カリブ海諸国やラテン・アメリカなどの国々では中等教育から男子がドロ

ップアウトする割合が高まっており、社会的結束へのさらなる脅威になるとして、新たな

問題になっている。 

 

潜在的な平衡装置としての教育 

 

教育はしばしば不平等を再生産し、時には増幅させることもあるが、教育は格差を平衡

化させることもできる。インクルーシブな教育プロセスこそが、公平な開発のために不可

欠であり、このことは様々な教育の場において言えることである。 

 

幼児教育：これは幼児教育にも当てはまり、将来の学習機会や人生のチャンスのために
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は早期の教育的関与が重要であるという認識が高まっている。調査結果を見ると、幼児へ

の早期教育が不可欠なのは、その子の福祉のためだけでなく、人的資本開発、社会的結束、

経済的成功のために持続可能で長期的な影響を与えるからである。最も恵まれない子供た

ち―とりわけ貧困、民族的・言語的マイノリティ、ジェンダー差別、辺境性、障害、暴力、

HIV/AIDS がもたらす不利益に見舞われている子供たち―が良質の幼児開発プログラムを

受けると劇的な変化を見せるという調査結果がある。しかし、こうした子供たちがプログ

ラムに参加する機会はほぼないのである。65 幼児教育に関するメタレビューがその有効性

のひとつの理由を示している。それは、子供が大きくなるにつれて、平均成長軌道（average 

growth trajectory）と遅滞軌道（delayed trajectory）の間の差が広がるからである。今で

は、早期に始めるほど資金も苦労も少なくて済む上に有効性も高いということがよく理解

されている。このことは、障害児や、自閉症やアスペルガー症候群などの特別支援児にと

って特に顕著である。66 
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ボックス８：セネガルの保育園（Case des Tout-Petits）の経験 

セネガルの子供たちの健康と社会的状態は良好ではなく、真剣な取り組みにもかかわらず、

子供たちの保護は依然として大きな課題のままである。こうした状況への対応策として、

セネガル政府は幼児ケアを開発の優先課題と考えている。2002年以降、保育園（Case des 

Tout-Petits）が幼児期の開発の新たなモデルとして、既存のフォーマル、ノンフォーマル、

インフォーマル就学前教育施設と共存している。このプログラムにはまだ改善の余地はあ

るものの、地域の文化伝統に根ざした貴重なコミュニティ・ベースの経験である。 

 

この保育園は 0 歳から 6 歳の幼児のためのコミュニティ施設であり、伝統的な家を意味す

る「case」は、ライフスタイル、人の在り方や考え方を暗示するものであり、アフリカ的価

値への献身を象徴している。この「家」は、生きた社会に順応した優れた教育の場として、

子供の学習の出発点と考えられている。 

 

この「家」はもともと、恵まれない境遇の人や田舎に暮らす人に、適切で統合的な教育を

提供しようと考えられたものだった。地域の人々自身が運営に当たっており、セネガルの

幼児教育施設の約 20％を占めている。建築的に見ると、この保育園は２つの部屋がある六

角形の建物で、部屋のひとつは子供たちの教育活動に、もうひとつは保護者の教育に使わ

れている。ここで、教育、保健、栄養などを含む幼児ケアの総合的アプローチが実践され

ている。 

 

入園は無料ではないが、公的な幼児ケア施設よりも料金は低い。わずかでも資金的に参加

することによって、コミュニティが自分たちのものとして保存していくべき公共財をめぐ

って、参加家族が相乗効果的に働くことができるのだ。 

 

出典：Adapted from Turpin Bassama, S., 2010. La case des tout-petits au Sénégal. Revue 

Internationale d’éducation de Sèvres. No. 53-2010, pp. 65–75. 

 

 

 中等教育：中等教育や高等教育の場でも同様である。世界中で基礎教育へのアクセスが

拡大したことにより、中等及び高等教育への関心も高まっている。また若者の失業が拡大

している中、資格認定や再認定のプロセスにおいて、職業スキル開発への関心も高まって

いる。例えばラテン・アメリカとカリブ海地域の国々では、基礎教育以降の教育機会の拡

大が貧困対策の公共政策と相まって不平等を減少させている。つまり「教育投資や、労働

市場の制度・規則によって不平等のパターンを変えることができる。ラテン・アメリカで

不平等が減った国々では、教育の拡大と貧困層への公的支出という二つの要因が削減に貢
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献したのである。ラテン・アメリカとカリブ海諸国では、教育への公的支出の増加が中等

教育就学率と修了率を引き上げており、これが不平等解消の大きな決定要因になっている。

67 

 

 高等教育：過去十五年間に高等教育へのアクセスは飛躍的に拡大した。世界の就学率は

2000 年以降倍増しており、現在では約 2 億人を数え、その半数が女性である。68 一方で

収入やその他の社会的阻害要因による格差は依然として広く見られ、最近の様々な政策的

取り組みも功を奏していない。世界中で高収入層が高等教育へのアクセスにおいて比較優

位を保持している。就学率が高い国々でも、マイノリティの参加は国内平均に後れをとっ

ている状況である。この点で重要なのは、高等教育の伸びのほとんどは民間部門での伸び

であり、今後もこの傾向は継続するということである。民間のシェアの伸びと世界的な公

共部門の民営化の傾向は、教育のアクセスと公平さに影響を与える。高等教育での勉学に

かかる直接経費及び間接経費がやはり不平等の主な原因である。学資ローンは魅力的では

あるが、まだ十分な広がりを見せていない。69 
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ボックス９：メキシコの異文化大学 

メキシコの人口の約 10％が先住民であるが、この人々の高等教育への参加は最も少ない。

推計によると、メキシコの高等教育就学率に占める先住民の割合はわずか 1％～3％である。 

 

2004 年にこの不平等に対応するため、教育省は異文化バイリンガル教育総合調整事業を立

ち上げ、地域の先住民組織や学術機関の熱心な参加を得て異文化大学を設置した。この大

学は先住民人口が密な地域に位置しており、誰でも入学できるが、特に主眼としているの

は先住民の人々である。異文化教育という原則に基づいて設置されているため、その目的

は異なる文化間の対話を促進することである。これは、先住民が長年待ち望み、近年さら

に拡大している要望に応えるひとつの方策である。 

 

多様性の認識と相まって、異文化大学では教育活動に決まったアプローチを提案していな

い。基本原則を尊重しながらも、各大学がそれぞれの立地地域のニーズと潜在力に基づい

て独自のカリキュラムを定めている。学生は研究や開発プロジェクトを通じて地域コミュ

ニティに結びついた活動に参加しており、自分たちの領土、民族、文化の発展に寄与する

ことを目指している。 

 

現在 12の異文化大学が設置されており、学生数は全体で 7,000人にのぼり、女学生の占め

る割合が高い。財政問題、学生の生活問題、政治的脆弱性などの課題があるが、この大学

は公平な教育の達成に重要な貢献をしている。 

 

出典：Adapted from Schmelkes, S. 2009. Intercultural Universities in Mexico: Progress and 

difficulties. Intercultural Education, Vol. 20, No. 1, pp. 5-17. 

 

教育を取り巻く景観の変容 

 

今日の世界における教育的景観は、学習の方法、内容、空間という点で急激な変容を遂

げつつある。この変容は学校教育と高等教育の両方で起きている。多様な知識の量とそれ

へのアクセスが増大することにより、組織化の度合が低い革新的な学習の機会が拡大して

おり、教室の概念、指導法、教師の権威や学習プロセスに影響を与えている。 

 

現在起こっている学習景観の変容は、その規模において、19 世紀に起きた伝統的な産業

革命前の教育モデルから工場モデルへと変わった歴史的変遷に似通っている。伝統的な産

業革命前モデルでは、人々の学習はそのほとんどが日常生活や仕事などの活動を通じてな

された。それに対して、産業革命で生まれた大衆教育モデルは、学習とは（ほぼ例外なく）
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学校教育であるとした。実際のところは多くの学習が（伝統的な教育環境下で行なわれる

ものも）家庭やその他の場所で行われているのに、この学校モデルは学習とは本来教室で

教えられるものであるとしている。教室と規定される物理的空間を学習の主要な場とする

ことが、あらゆるフォーマル教育システムの中心的特徴である。70 

 

学校教育は本当に終わったのか？ 

 

e ラーニングやモバイル学習などのデジタル技術がもたらす機会の結末として、デジタル

時代に学校モデルの未来はないという議論がある。この点で、1960 年代から 70 年代の脱

学校教育論、中でもポール・グッドマン71 やイヴァン・イリイチ72 の仕事を振り返って

みる価値がある。現在の学校教育の産業革命モデルはゆうに百年以上前のニーズを満たす

ために設計されたことは確かである。過去二十年の間に学習の形態は劇的に変化し、知識

源も変化し、我々が知識を交換したり反応したりする方法もすっかり変った。一方で学校

教育システムは変化が遅く、過去 2 世紀にわたって驚くほど似通った形を保っている。73 

また学校教育の重要性も変わっていない。学校教育は組織化された学習の第一歩であり、

家族を越えた社会化の第一歩であるとともに、「存在することの学習」や「共に生きること

の学習」など社会的学習の不可欠な要素である。学習は単なる個人的プロセスであっては

ならない。社会的経験として、他者と共に他者を通じて―仲間や教師との議論や討論を通

じて―学ぶことが必要である。 

 

学習空間のネットワークを目指して 

 

 それにもかかわらず、現代世界における教育的景観は変容し、フォーマル教育制度の外

での学習の重要性と妥当性への認識が高まっている。伝統的な教育制度から、様々な教育

施設や第三者機関が入り混じってフォーマル、ノンフォーマル、インフォーマル教育を実

施している、混合化・多様化・複雑化した学習景観へと移行している。74 我々に必要なこ

とは学習を連続体として捉える流動的なアプローチである。それは、幼児期から生涯を通

じて、学校やフォーマル教育施設が体系化の度合の低い他の教育経験と密接に関わり合う

ことである。学習が行われる空間、時間、関係性の変化により、ノンフォーマルとインフ

ォーマルの学習空間がフォーマル教育施設と関わり合い補完し合う学習空間のネットワー

ク化が促進されている。 

 

新しく出現する学習空間 

 

 教室中心の学習は、知識へのアクセスの拡大と、教室・学校・大学・教育施設を越えた

新しい学習空間の出現に脅かされている。75例えばソーシャルメディアは、協同作業や共同
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執筆などの機会を提供することで、教室での作業を外にひろげることができる。モバイル

機器は学習者が教室の内と外の両方で教育リソースにアクセスでき、他人と繋がり、内容

を創造することを可能にする。76同様に、高等教育の「大規模公開オンライン講座（Massive 

Open Online Courses；MOOCs）」は連合する大学を結集し、講座提供のために大学の英

知をプールしている。この講座によって、世界中のより多くの人々に高等教育を届ける新

たな場が開設されたのである。現在の教育的景観の変容により、フォーマル教育・訓練機

関と他の教育的経験の間のシナジー効果が創出されており、それによって、異なる学習空

間を調和させる機会が提供されている。また実験と革新のための新しい機会も提供されて

いる。 

ボックス 10：「壁の穴（Hole-in-the-wall）」実験 

NIIT の主任科学者であるスガタ・ミトラ博士は「壁の穴」実験で知られている。1982 年

には、すでに博士は管理されない教育とコンピュータというアイデアをあたためており、

1999 年にミトラ博士チームはまさに「壁に穴を掘った」のである。NIIT の推論とニュー

デリーのカルカジにあるスラムを隔てていた壁に。そして、この穴に誰でも自由に使える

コンピュータが設置された。 

 

このコンピュータはスラムの住人の間、特に子供たちの間でたちまちヒットした。子供た

ちは何の経験もないのに、自力でコンピュータの使い方を学習した。この事が次の仮説を

導く。基礎的なコンピュータ・スキルの習得はどんな子供たちでも偶発的学習によって可

能である。適切なコンピュータ機器が使え、楽しく刺激的な内容とほんの少しの（人間に

よる）指導があれば。 

 

カルカジの実験の成功に刺激されて、自由に使えるコンピュータをこんどはシブプリ（マ

ディヤ・プラデーシュの町）とマダントゥシ（ウッタル・プラデーシュの村）に設置した。 

これらは壁の穴実験として知られている。シブプリとマダントゥシでの結果はカルカジで

の実験を裏付けた。この 2か所でも子供たちは自力でコンピュータ・スキルを身に付けた。

この新しい学習方法は「最小限の干渉で自発的な学習 (Minimally Invasive Education: 

MIE)」理論として知られるようになった。 

 

1999 年の開始以来、カルカジの一台のコンピュータから始まった実験は、インド全土とブ

ータン、カンボジア、中央アフリカ共和国まで含む様々な場所で 100 台を越えるまで広が

った。その中には非常に辺鄙で到達困難な場所まで含まれている。 

 

注：NIIT Limited はインドのグルガオンにあるインド系会社で、営利目的の高等教育機関

を幾つか運営している。 

出典：Adapted from: www.hole-in-the-wall.com [Accessed February 2015]  

http://www.hole-in-the-wall.com/
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モバイル学習 

 

最近はモバイル技術を学習に活用することへの関心が高まっている。モバイル学習は、

それだけで、あるいは他の情報コミュニケーション技術と組み合わせて、いつでもどこで

も学ぶことを可能にすると言われる。77 こうした技術は進化を続け、今では携帯電話、ス

マートフォン、タブレット・コンピュータ、eリーダー、ポータブル・オーディオ・プレー

ヤー、ハンドヘルド・コンソールなどがある。こうした新しい技術の出現によって、教育

プロセスの本質が大幅に変わった。軽量なポータブル機器―モバイルフォン、タブレット

PCからパームトップまで―によって、学習があらかじめ決められた場所から解放され、現

代社会における知識の本質を変えている。78 このように学習はさらにインフォーマルで、

パーソナルで、ユビキタス（至るところにある）なものになっている。79 モバイル技術に

教育者の関心が高い理由は、デスクトップ・コンピュータに比べて低コストであることと、

インターネットからの豊富な情報を取得できることである。80 

 

 モバイル学習は様々な教育部門で注目され、基礎教育と高等教育を進展させ、さらには

フォーマル教育とインフォーマル教育を結び付けることにも寄与した。81 携帯可能で低コ

ストという特性のため、安価なモバイル学習機器は基礎教育へのアクセスと効率を向上さ

せる潜在力を持っている。82 また、モバイル技術は「今日のデジタル・デバイド（情報格

差）をデジタル・ディビデンド（情報が生み出す配当）へ変換する鍵を握っており、全て

の人々に公平で質の高い教育を提供する可能性を広げている。」83確かにモバイル技術の開

発によって、識字と言語学習の分野で多くの可能性が広がってきた。84 モバイル技術が学

習者の識字力向上に効果的であることを示す調査がある。モバイル技術によって大勢の

人々に届けることができるので、孤立して救いの手が十分に届かない状況下の子供や若者

の教育を変容させることが期待できる。85 
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ボックス 11：パキスタンの少女たちのためのモバイル識字 

ユネスコ・モバイル識字プロジェクトは、パキスタンの遠隔地に住む 250 人の思春期の少

女たちの伝統的な対面式の識字講座を、モバイルフォンを使って補完し、サポートした。

非識字はパキスタンで深刻な問題であり、女性や少女たちに偏って影響する。国の成人識

字率は男性で 69％であるが、女性では 40％しかない。教育調査によると、新たに習得した

識字力は常に練習しなければたちまち退化するので、プロジェクトの設計者は少女たちが

識字講座を修了した後に遠隔的にサポートする方法を探していた。 

 

コンピュータも確かなインターネット接続ラインもない村に住む参加者と連絡をとる唯一

の方法がモバイルフォンだった。プロジェクト・インストラクターは少女たちが筆記練習

や教科書の再読練習をするようにテキストメッセージを送った。インストラクターが質問

を送ると、少女たちはテキストメッセージによって回答した。こうした活動やコミュニケ

ーションの目的は、少女たちが対面講座で習得した識字力を強化することだった。 

 

プロジェクトにモバイル機器が投入される前は、識字講座を修了した少女たちのわずか

28％しか追跡試験で A が取れなかったが、モバイル機器によって 60％が A を取れるように

なった。こうした当初の成功に基づいて、プロジェクトは現在も拡大しており、2,500人以

上の生徒たちに届けられている。 

 

出典：UNESCO. 2013. Policy Guidelines For Mobile Learning. Paris, UNESCO, p. 15.  

 

 

大規模公開オンライン講座（Massive Open Online Courses；MOOCs）―期待と限界 

 

 大規模公開オンライン講座もまた高等教育の景観をある程度まで変容させている。この

講座には政府、教育機関、ビジネス界からかなりの関心が寄せられている。86 MOOCsは

高等教育のアクセス拡大とオンライン教育革新推進のための重要なプラットフォームとな

ってはいるが、同時に、不平等を強調するという懸念があり、教授法、質の担保、低い修

了率、学習の資格認定・顕彰などかなりの課題が生まれている。87 質の問題が特に懸念さ

れるのは、MOOCsは本質的に自習型であり、他のオンライン講座の仕組みが欠けているか

らである。88 MOOCsの教え方は時代遅れであるとの批判があるが、それは今でも情報伝

達、コンピュータ指示による課題、ピア・アセスメントという手法に頼っているからだ。89 

対面したやり取りや生の議論が欠けているため、個々の学生のニーズに完全に応えること

が難しい。90同様に、学生の評価や資格認定が MOOCs では欠けているか、不適当である。

教育機関が MOOCs に単位認定を始めており、認定バッジなどが導入されてはいるが、こ
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れらは教育成果の認定としては二流とみなされ、学習の質を示すものとしては不適当であ

るとされている。91こうした批判はグローバル・ノースにある大学には当てはまるかもしれ

ないが、グローバル・サウスでは MOOCs が別のニーズやターゲット層を満足させている

こともありうる。 

 

ボックス 12：高等教育のポスト伝統的な形に向かって 

高等教育機関に対する我々の一般的イメージとは、人生のある時期、普通は 18 歳から 22

歳までの間の連続する 4 年間に人々が通う場所である。主たる情報源として教室や講義を

思い浮かべるし、学習の中心として大学キャンパスを思い浮かべる。 

 

ところが、このイメージは急速に変化している。職場はコミュニケーション力や批判的思

考力などのスキルを求めており、これらのスキルは組織的教育よりもインフォーマルな学

習経験からのほうが容易に習得できる。（中略）同様に遠隔教育やオンライン学習などの新

しい方法が、学生の経験をキャンパスにいても変容させている。 

 

出典：Butcher, N. and Hoosen, S. 2014. A Guide to Quality in Post-Traditional Online Higher 

Education. Dallas, TX, Academic Partnerships. 

 

 

伝統的な大学モデルへの挑戦 

 

 今日の高等教育の主な課題のひとつが、研究のための訓練と研究を通しての訓練という

重要な役割を維持しながら、専門的資格を求める世界中からの大きな要望にどのように応

えることができるかである。高等教育機関を社会全体と結び付ける社会契約という考え方

を、グローバルな競争が激化している状況下で定義しなおす必要がある。このことは我々

が考えている大学モデルの将来に根本的疑問を提起している。確かに高等教育の景観は、

制度や機関の多様化、教育提供の国際化、前述の MOOCs の発展、学習の質や妥当性の評

価という新たな文化、官民連携の増加などによって変容させられている。こうした文脈の

変化は財政や人材に大きな影響があり、既存の教育ガバナンスに疑問を投げかけている。

また、伝統的な大学モデルの基盤であった自治と学問的自由の原則に対する懸念も浮かび

上がっている。 

 

大学のランク付け：効用と誤用92 

 

 大学のランク付けの発展は、高等教育の国際化と教育機関の質的比較への関心の高まり

が示している重要な傾向を反映している。大学のランク付けへの関心が急速に高まるにつ
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れて、学界、学生、教育サービス提供者、政策立案者、開発事業者などからの批判の声が

多く聞かれるようになった。ランク付けの肯定的な側面としては、高等教育機関の「質」

に関しての、手軽にパッケージ化された比較的シンプルな情報を求める声に応えるもので

あるとしている。高等教育のマス化と教育機関の急速な多様化という文脈の中で、大学を

選択する際にインフォームド・チョイスをしたいというニーズが後押ししている。多くの

大学にとって、ランク付けは情報の透明性とアカウンタビリティを向上させた。その一方

で、大学の関心が、教えることや社会的責任から逸れて、ランク付けの指標で評価される

科学的研究へと偏向していると批判する声がある。また、世界中の大学を限られた基準に

当てはめることへの懸念もある。トップ 200 大学に入りたいという強い願望があれば、ラ

ンク付けは高等教育機関の均一化を助長することになり、各大学が今解決すべき問題や状

況への対応力を弱めることになる。また、ランク付けはトップ 200 に選ばれた大学に便宜

を図る結果になるという事実は、教育の公正さに重大な影響がある。 
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知識社会における教育者の役割 

 

他者に分け与えないなら、そんな知識は習得しても無駄なものだ。 

旧約聖書申命記 

 

 

デジタル技術は教師に取って代わるものではない93 

 

手に入る情報と知識の量が飛躍的に拡大すると、個人としても集団としても、それらの

伝達、普及、習得に質的アプローチが必要になる。情報コミュニケーション技術の潜在力

を前にすると、教師とは、幼児期から始まる学習プロセス全般を通して、常に拡大し続け

る知識の迷路の中で学習者が成長し前進できるように導くガイド役である。こうした状況

の中で、教師という職業は段々と消滅する運命にあると当初は予測する声があった。この

ような声が主張するのは、新しいデジタル技術が徐々に教師に取って代わり、広範な知識

の普及とアクセス向上をもたらし、教育へのアクセスが驚異的に拡大する一方で手段と資

金の節約を実現できるということだった。しかし、その予測はもはや説得力を持たないこ

とを我々は認識しなければならない。すなわち、効果的に教えるという職業は、あらゆる

国々において引き続き教育政策の優先事項と見なされるべきである。 

 

教師の脱専門職化を覆す 

 

 教育が個人の自己実現達成と新しい開発モデルに貢献するものであるなら、教師や他の

教育者は中心的役割であり続けるだろう。ところが、教師の重要性を繰り返し述べる論調

が主流であるにもかかわらず、グローバル・ノースとグローバル・サウスの両方で教師の

脱専門職化の進行を示す傾向が見られる。例えば、不適格な教師の流入である。これは教

師不足に対応する部分もあるが、財政的理由による場合がままある。次に、教師の契約ベ

ースによる非正規雇用の拡大である。特に、教える負荷を消化するために非常勤助手に頼

ることが増えている高等教育でこの傾向が強い。その他に挙げられる傾向として、教師の

自治権の縮小、標準化したテストや場当たり的な教師評価の結果としての教職の質の低下、

教育機関内部への民間的経営手法の浸食、多くの国で見られる教師と他の職種の賃金格差

などである。 
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ボックス 13：よく訓練され尊敬されるフィンランドの教師 

経済協力開発機構（OECD）の国際学習到達度調査（PISA）によると、フィンランドは 15

歳の読解力、数学、科学で最高点を取った国のひとつである。この成功の要因はいろいろ

あるが、主なものとして、高度に訓練され、専門化し、尊敬される教師の存在が大きい。

フィンランドでは教職は名誉ある仕事であり、社会が教育や教師に信用を置いている。教

師は高い資質（常勤職には少なくとも修士号が要求される）を持ち、就職は教員養成に選

抜された優秀な候補者たちによる厳しい選考である。教師は内容に関する知識と指導法に

高い能力を持ち、自立的で思慮深い学問的専門家なのである。 

 

出典：Niemi, H., Toom, A. and Kallioniemi A. (eds). 2012. Miracle of Education: The Principles and 

Practices of Teaching and Learning in Finnish Schools .Rotterdam, Sense Publishers. 

 

 

故に、我々は教員養成・研修の内容と目的を考え直さなければならない。教師は、学習

を手助けし、多様性を理解し、インクルーシブであり、共に生きる能力と環境保護・向上

の能力を開発できるように訓練されなければならない。教師の役割は、教室環境が規律正

しく安全であるように努力し、自尊心と自立心を尊び、様々な教育学的手法を駆使するこ

とである。教師は保護者やコミュニティと生産的な関係を結ばなければならない。学校全

体の利益のために、他の教師たちとチームで働くことが必要である。自分の生徒とその家

族を知り、それぞれの事情に合った教え方をしなければならない。適切な教材を選び、そ

れを能力開発のために生産的に使うのである。テクノロジーも他の教材と共に学習の道具

として使うべきである。教師は自らの専門的学習と専門性開発を怠らないようにしなけれ

ばならない。 

 

給料や将来性などの面で、もっと魅力的で、やる気の出る、安定した生活と仕事の環境

を教師に提供することが必要である。教師という仕事への関心が失われることは、世界で

最も重要かつ根源的仕事と考えられている教師という職業を弱体化させる危険性が高い。

この危険を回避するために、よりよい環境を提供することが不可欠である。絶え間なく変

化するグローバル化した世界が教育に求める新たな要求と挑戦に照らして、教師の使命と

仕事は常に再考され、刷新されるべきものである。そのためにも、教員研修は全てのレベ

ル―最も一般的なものから高度に専門的なものまで―で学際的精神の本質をさらに取り入

れることが必要である。教師や教授が我々を創造性や合理性への道に導くことのできるよ

うに、学問分野を越えた学際的アプローチが求められる。その道は、我々共通の自然・文

化遺産を尊重する気持ちをもって、進歩と発展を分かち合うヒューマニズムを目指す道で

ある。 
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学問的職業の課題 

 

 世界中で学問的職業の地位と労働条件が、マス化した教育アクセスと予算制約のために

悪化している。学問的職業が直面する問題は地域によって異なるが、大学教員の抱える問

題はどこでも深刻である。高等教育のアクセス拡大により、大学教員の需要が飛躍的に高

まっているが、能力ある教員の育成は需要に追い付いていない。世界の大学教員の半分が

学士号しか持たない可能性がある。世界の多くの国で、大学教員の半数が定年間近の年齢

である。また、教職を離れる人々に代わるべき新たな博士号保持者の数はあまりにも少な

い。その理由は、仕事への報酬の低さのために、多くの博士号候補者が早期にドロップア

ウトしたり、学界の外で働くことを望んだりするからである。ラテン・アメリカの多くの

国では、高等教育教員の 80％近くが非常勤雇用である。この現象は教育の質を低下させる。

なぜなら、大学教員が大学で教えることに全力を尽くせないからである。まして研究職な

らばなおさらである。また最近では、学者のグローバル市場が出現しており、学者は国際

的に流動している。こうした移動の主な動機はよりよい報酬であるが、その他の要因とし

ては、よりよい労働条件（特に研究インフラ）、昇進機会や学問的自由などがある。頭脳流

出（brain drain）や頭脳還流 (brain circulation)の現象が高等教育の政策策定や実施に課

題を投げかけている。これらの現象の詳細は後述する。 

 

フォーマル部門を越えた教育者 

 

最後に、生涯を通じての学習を可能にし、フォーマル教育システムを越えて働く教育者

の本質的役割について再考しなければならない。この役割の重要さは、世界中で様々なノ

ンフォーマル及びインフォーマル環境で働く教育者のための研修プログラムが増えている

ことを見ると明らかである。彼らはコミュニティ・センター、宗教団体、技術職業訓練セ

ンター、識字プログラム、ボランティア団体、ユース・グループ、スポーツ・芸術プログ

ラムなどを通じて学習機会を提供している。こうした学習機会が個人やコミュニティの開

発や福祉にもたらす価値はかなり大きい。 
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３．複雑な世界における教育政策決定 

 

 グローバル化が国家の自治を脅かし、国の政策決定をさらに複雑にしている。例えば、

経済活動がどんなにグローバル化されても、政治的決定や行動は原則的に国レベルにとど

まるのである。自国の開発のためにグローバル化の影響に対応し規制することは、政策立

案者にとって次第に難しくなっている。2008 年の世界経済危機の影響や、グローバル・ノ

ースを含む国々での若者の失業の増加が、この現実を如実に示している。さらに、学習者

や労働者の国境を越えた流動性の高まり、新しい頭脳還流のパターン、新しい形の市民活

動などが国家の政策決定へ新たな課題を突き付けている。この章では、こうした事柄が教

育政策決定にどの様な影響を及ぼしているかを検討する。 

 

 

教育と雇用のギャップの拡大 

 

低い雇用成長と高まる脆弱性 

 

 経済のグローバル化が激化すると、雇用成長が鈍化するパターンが生まれ、若者の失業

と脆弱な雇用を増大させ、グローバル・ノースとグローバル・サウスの両方の社会に影響

を与える。近年、低い雇用成長がヨーロッパの国々に影響を及ぼしており、それらの国々

では、若い世代が職に就く時期が遅れるか、全く就けないという見通しに直面している。

教育や訓練で習得するスキルと労働市場の需要をマッチさせるという課題は昔からあった

ことは確かだ。94 若者の失業の背後に教育・訓練と雇用のミスマッチがあるとしても、経

済政策の選択と政治的責任にも関係があることを認識すべきである。ところが現在の雇用

傾向は、長い間に培われたフォーマル教育と雇用の関係―それに基づいて国際的な開発議

論や実施の中で人的資本への投資が正当化されてきた―に疑問を投げかけている。 

 

若者の不満の増大 

 

 適切な仕事が減っているという事実が、世界中で若い大卒者とその家族の不満を増幅し

ている。若者（もっと一般的に言えば労働者）の教育レベルが上がっていることが就職競

争の激化に繋がっている。特にグローバル・サウスの多くの国では、多数の若者―ほとん

どが拡大した教育機会の恩恵を自分のコミュニティで初めて受けた人々―が限定的な労働

市場に参入し、フォーマル教育が作り上げた野心と、乏しい雇用という現実の間のギャッ

プが広がっている。フォーマル教育を初めて受けた多くの人々が、教育資格がもたらすと

期待した恩恵―雇用とより良い未来の約束―を手にすることはもうないだろう。多くの国
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や地域で、教育はより上の社会的地位とよりよい福祉をもたらす効果的な手段であるとい

う考え方への幻滅が広がっている。社会的地位が上がるという希望は、1990 年代以降の教

育機会の著しい拡大が拍車をかけたが、今ではグローバル・サウスの国々のみならず、ノ

ースでも見る影もない。若者は伝統的な高ステータスの教育コースへの投資のリターンに

疑問を持ち始めている。95 

 

 そこで、若者が教育・訓練から仕事へと移行するダイナミクスを詳しく観察して、それ

を深く理解することが必要である。この移行期間の長期化は様々な理由によると思われる

が、すべてがスキルと労働市場需要のミスマッチに関係している訳ではない。この移行期

間は経済的には非生産的と見えるが、若者にとっては社会参加、ボランティア活動、旅、

レジャー、芸術などの活動を通じての大切な学習期間となりうる。さらに、教育のある若

者は、たとえ雇用されていない場合でも、市民的、社会的、政治的活動の先頭に立つこと

ができる。 

 

教育と変化の速い雇用世界の関係を再考する 

 

 フォーマル教育・訓練と雇用世界の断絶に対処する方策として、労働者の再訓練、セカ

ンド・チャンス・プログラム、産業界とのパートナーシップ強化などが提案されている。

また、キャリア適応能力がさらに重視されるようになっていることも確認されている。科

学技術開発のペースが速くなると、新たな職業やそれに付随するスキル需要の出現を予想

するのが次第に困難になる。この事が、ニーズに敏感な教育と専門スキル開発（多様性と

柔軟性の向上を含む）を確立しようとする努力に拍車をかけており、急速に変化するニー

ズに能力を適応させることを可能にしている。つまり、個人はさらに柔軟性が増し、自分

のキャリア適応能力の開発と応用を効果的に行なうことができるようになる。96この能力に

含まれるのは、これまで「汎用性スキル」、「21 世紀型スキル」、「非認知スキル」などと呼

ばれてきたものをさらに強化したスキルで、コミュニケーション、デジタル・リテラシー・

問題解決、チームワーク、起業精神などのスキルが含まれる。 
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ボックス 14：若者の雇用機会を強化する 

若者の雇用問題の複雑さを前にすると、主要なステークホルダーたちが明確で総合的な戦

略と責任感をもって集結しなければ、この問題の解決はおぼつかないとよく言われる。よ

りよい成果とインパクトを求める、こうした集団的アプローチが有効なことは、これまで

も様々な業界や場所で示されている。 

 

南アフリカでは、18 歳から 28 歳の国民 3 人のうち 2 人が失業しており、ハランビー若者

雇用促進センターが低所得の若者たちを、民間部門での最初の仕事に「橋渡し」する手助

けをしている。現在は小規模の活動であるが、この取り組みは民間部門の関与を示す有益

なモデルとなっている。南アフリカの小売、ホスピタリティ、旅行関連の大手企業の幾つ

かが採用に協力している。南アフリカ開発銀行は「仕事基金」を設立し、ハランビー・セ

ンターの活動を拡大するための資金―個人投資家や雇用者会費による―を提供している。 

 

コスタリカでは、技術企業産業連合（CAMTIC）がスペシャリスト・プログラムを実施し、

IT部門にある数千の求人を埋めるために、弱い立場の若者に必要な ITスキルを提供してい

る。教育機関は CiscoやMicrosoftなどの IT企業から情報を得て、ソフト・スキル、言語、

技術研修を組み合わせた資格認定レベルの研修コースを実施し、その結果、コスタリカの

最低賃金の 3倍から 5倍の賃金を得られるようにしている。 

 

出典：Banerji, A., Lopez, V., McAuliffe, J., Rosen, A., and Salazar-Xirinachs, J.M., with Ahluwalia, P., 

Habib, M., and Milberg, T. 2014. An ‘E.Y.E.’ to the Future: Enhancing Youth Employment. Education 

and Skills 2.0: New Targets and Innovative Approaches.  Geneva, World Economic Forum. 

 

 

 そこで、重要な疑問が幾つか提起される。教育と雇用の関係性をどのように強化できる

か？ 現在の文脈の中で教育や訓練の経済的・社会的価値をどのように高めることができ

るか？ 特に中等教育において、生徒の生活状況や雇用見通しに対する教育の感度を上げ

るために、教育の妥当性をどのように高めることができるか？ 既存の対応策で十分なの

か？ 突き詰めると、解決策は雇用創出しかなく、つまりは健全な雇用政策の開発という

国家の責任を強化することになる。教育だけで低雇用成長の問題を解決することはできな

い。経済開発の支配的モデルを再考することが必要となるが、それは同時に教育と雇用世

界の関係を考え直す機会ともなるのである。最終的には、フォーマル教育・研修システム

を越えて継続する学習・再学習の重要性を認識することが肝要となる。自己学習、ピア学

習、職場ベースの学習（インターンシップや徒弟制を含む）、職務実施研修によって、ある

いはフォーマル教育・研修を越える学習やスキル開発の経験を通じて、必要な能力は開発
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されるのである。そのために我々は教育とスキル開発への新しいアプローチ、あらゆる学

習環境をフルに活用するアプローチを構想しなければならないのである。 
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流動化する世界における学習の承認と認定 

 

人間の流動性の変化するパターン 

 

人間の流動性が、国際的にも国内的にも史上最高レベルに達している。97 今日の世界で

は世界人口 7人のうち 1人が、あるいは総数で約 10億人の人々が移動していると考えられ

る。98 南から北への移住は継続している一方で、南から南への流れがこれまでより急激に

拡大しており、この流れは将来さらに速度を上げると思われる。99 また「経済成長の地理

的変化」100 は雇用と福祉に影響を与え、北に住む多くの人々を南への移住に駆り立てて

いる。101 こうした人間の流動性の変化するパターンは教育と雇用に重要な影響を与えて

いる。 

 

頭脳流出（brain drain）から頭脳獲得 (brain gain) へ 

 

 グローバルな人口傾向を見ると、世界の労働力の大部分は南に位置することになる。世

界の労働力、いわゆるグローバル人材銀行の 25％は、2030年までにインド一国から供給さ

れるようになると予想されている。労働力のかなりの部分が外国に住んで働いているとす

ると、頭脳還流のこうしたパターンは、教育とスキル開発への公的資金投入について課題

を提起する。2012 年の予想では、インドからの人的資本流出のコストは 20 億米ドルと見

積もられていた。102 しかし、頭脳流出は結果として頭脳獲得につながる。移住者たちは

海外移住ネットワークを形成して、母国への資本・技術流入のために働くからである。103 

 

ボックス 15：頭脳流出から頭脳獲得へ―バンガロールとハイデラバードへの逆流入 

バンガロールとハイデラバードは、世界の IT部門でニッチな立場にある世界的な先進都市

と考えられている。1970年代から 80年代にかけて、インドでは訓練された労働力が西側、

特に米国に、頭脳流出と呼ばれる現象によって流出する懸念があった。ところが最近では

逆現象が起きていることが確認されている。つまり、米国で訓練されたインド人専門家が、

母国の新興と雇用機会拡充の恩恵にあずかるため、故郷へ帰り始めているのだ。能力があ

り、国を越えて活躍できる労働力は、経済の様々な部門だけでなく、バンガロールとハイ

デラバードの社会的・物的インフラに影響を与え、インドと米国の国際的関係性の構築と

結束にも影響を及ぼしている。 

 

出典：Chacko, E., 2007. From brain drain to brain gain: reverse migration to Bangalore 

and Hyderabad, India’s globalizing high tech cities. GeoJournal, 68 (2), pp. 131-140 
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労働者と学習者の高まる流動性 

 

 熟練労働者の国境を越える移動の増加に加えて、専門的職種をまたいだ労働者の流動性

が高まっている。こうした専門的・地理的な流動性の拡大に対応するため、国の資格枠組

み（National Qualification Frameworks: NQFs）が世界の約 140カ国で開発された。同様

に、欧州資格枠組み（European Qualification Framework）に刺激を受けて、地域レベル

の資格枠組みが出現した。しかし、移動の規模拡大とパターンの変化により、熟練労働者

の流動性が、世界のあらゆる地域をまたいで複雑でグローバルなものになっている。 

 

 また、グローバルに流動する学生の数も、21 世紀初頭の十年間でかなりの伸びを示し、

この伸びは今後も続くと見られている。そのため、高等教育における研究の承認、学位、

資格に関する地域協定では、もはや高等教育の国際化と学生の流動性拡大に十分に対処で

きなくなっている。 

 

 さらに、学習者の流動性はフォーマル教育機関の間にとどまらなくなっており、フォー

マル、ノンフォーマル、インフォーマルな学習空間を越えて流動性が高まっているのであ

る。このことは、知識や能力を、習得に至った多様な経路と関係なく、どのように評価し、

認定するかという課題を提起している。 

 

学習の大規模評価への関心の高まり―恩恵とリスク 

 

 教育・訓練プログラムの内容を重視するという伝統的な方向性から、習得した知識の承

認、評価、認定を重視する方向に移行している。国と地域による成果ベースの資格枠組み

を越える大規模な成人スキル評価が注目を集めている。経済開発協力機構（OECD）によ

る国際成人力調査（PIAAC）などがその例である。教育の質に対する学習者の関心が後押

しする形で、過去二十年の間に大規模学習評価が、数的にも規模においても拡大した。104 

こうした大規模評価は、教育への公共・民間投資に対する国の説明責任を果たす上で貴重

な道具となり、特に教育システムの中で最も疎外されている人々の学習成果を測ることの

意味は大きい。一方で大規模評価は懸念の原因でもある。評価テストに合わせた教え方や

偏向したカリキュラム開発を誘導することで、教育の質、妥当性、多様性を劣化させるリ

スクがある。105政策的な注目が教育成果という狭い領域に偏る傾向をもたらす。大規模評

価が教育政策への報告という目的以外に使われる場合に―教師の給料や学校のランク付け

を決めるためなど―、特にリスクが高まる。 

 

オープンで柔軟な生涯学習システムを目指して 
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 様々な学習経路によって習得された知識や能力の承認と認定も、言うまでもなく生涯学

習という枠組みの一部である。前述のとおり、社会が発展すれば、生涯にわたる全生活的

な教育こそが適正であるという考え方が再び活性化してくる。この考え方は新しいもので

はないが、総合的で公正なやり方で学習を制度化し組織化する方法として、その輝きを今

も失っていないのである。106 これはあらゆる年齢の学習者の能力強化を主眼にした考え

方である。107 科学技術開発がもたらす課題と、情報・知識の飛躍的増加を前にすると、

新しい雇用形態に対処するために、さらには、個人や社会が必要とする多様で高レベルの

能力を習得するために、生涯学習がとても重要なのである。 

 

 オープンで柔軟な生涯学習システムの実現は、教育空間や労働空間を越えて、知識と能

力を承認し、認定し、評価する仕組みにかかっている。 

 

＊透明な成果ベースの資格枠組みをリンクさせる 

 この精神に基づいて、第 3回国際技術職業教育訓練会議（上海、2012年）は次のよう

な勧告を行った。「透明で明確な成果ベースの資格認定制度を通して、個人の学習の柔

軟な経路を支援し、その学習の蓄積、承認、移転を支援する」。 

 

 ＊学習承認の世界基準レベルを目指して 

  労働者の地域間移動が飛躍的に拡大したことが契機となって、グローバルな知識・能

力承認のための「世界基準レベル」を開発するフィージビリティ・スタディが発足し

た。108 

 

 ＊高等教育の承認のための国際協定に向けて 

  高等教育の承認のための地域協定を越えて、最近ユネスコは、承認の国際協定を策定

する可能性を探り始めた。 
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多様で相互に関連した世界におけるシティズンシップ教育の再考 

 

シティズンシップの新しい表現 

 

公教育は常に重要な社会的、市民的、政治的役割を担ってきた。それは国家のアイデン

ティティに直結し、共通の運命という意識の創出とシティズンシップ（市民的資質）の形

成に関与している。シティズンシップが意味するのは、国家内に作られた政治的コミュニ

ティを構成する個人会員資格のことである。このように、シティズンシップは解釈によっ

ては争点となる考え方であり、特に分断社会においてはそうである。シティズンシップに

付随する基本的権利は、移民や難民などのマイノリティには認められないことがある。今

日でも、シティズンシップの定義は国家に重点を置いたものであるが、その考え方と実施

面はグローバル化の影響で変化している。109 国境を越えた社会的・政治的コミュニティ、

市民社会、行動主義が、最近表れてきたポスト・ナショナルな形のシティズンシップの表

現である。110 国家を越えた新しい経済・社会・文化空間を創出することによって、グロ

ーバル化は国家という枠を越えた新しい形のアイデンティティ形成と流動化の出現に一役

買っているのだ。 

 

国の教育の課題 

 

 シティズンシップを定義し形成するために国家の果たしてきた役割は、国境を越えたシ

ティズンシップの出現によって課題に直面している。国家がシティズンシップにとって最

も重要な位置づけ―「正式な法的立場として、規範的枠組みとして、あるいは熱望の対象

として」111―であることに変わりはないとしても、そうなのである。特に若者の間にこう

した変容をもたらしている根本的な原因は、新しいコミュニケーション技術とソーシャル

メディアである。確かに今日の若者は人類史上最も教育され、情報を持ち、相互に繋がっ

た世代であるため、彼らには驚くべき機会が与えられている。彼らは、自分たちに流動化

や協力や革新のための新しい交流の場を提供してくれたソーシャルメディアやテクノロジ

ーを駆使して、オルタナティブな形の市民的、社会的、政治的行動主義に参加するように

なった。市民的・政治的社会化に果たすフォーマル教育の役割は、デジタルメディアがも

たらす新たな空間、関係、ダイナミクスの影響によって脅かされているのだ。さらに、ブ

ログ、フェイスブック、ツイッターなどが特徴づける新たなデジタル世界は、我々に公と

私の概念とその区別について考え直すことを求めている。 

 

文化多様性の承認と文化的排他主義の排斥 

 

 歴史的に国家に内在する多様性（言語的・文化的マイノリティや先住民など）であれ、
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移住の結果として出てきたものであれ、文化多様性の認識が高まっている。特に移住は教

育制度、職場、そして社会一般の文化多様性の拡大に一役買っている。一方で我々が目に

するのは文化的排他主義やアイデンティティに基づいた政治的動員の高まりであり、世界

中で社会的結束への深刻な懸念を生んでいる。文化多様性は豊かさの源であるが、社会的

結束が脅かされている場合には紛争のきっかけともなるのである。 

 

グローバル化した世界で責任あるシティズンシップと連帯を育てる112 

 

我々が開発すべき知識を高めていくことに、教育は決定的役割を担っている。開発すべ

き知識とは、第一に、地域及び国の社会・文化・政治環境と、さらには人類全体と、運命

を共有するという認識、第二に、地域及び世界レベルでの社会・経済・環境の変化の相互

依存的パターンを理解することによって、コミュニティ開発へ突き付けられた課題を認知

すること、第三に、地域、国、世界レベルでコミュニティのために果たすべき個人の責任

感に基づいて、市民的・社会的行動に参加することを決意することである。 

 

  ＊教育における文化多様性を歓迎する 

   教育は文化多様性を歓迎するべきである。教育現場の多様性が高まると、教育者と

学習者の双方を多様な世界観と変化に富んだ現実世界に触れさせることによって、

教育の質を向上させることができる。2001 年の「ユネスコ文化多様性に関する世界

宣言」と 2005年の「文化的表現の多様性の保護と促進に関する条約」113の精神に則

って、教育の文化的側面を強調することが大切である。 

 

  ＊インクルーシブな政策決定を奨励する 

   多様性の増大によって、アイデンティティとその形成に直接的影響を及ぼす教育政

策判断に関してコンセンサスに至ることが課題となってくる。このことが最も明確

な形で表れるのは教育言語の選択やシティズンシップ教育の中身などで、多文化社

会における歴史、地理、社会、宗教の学習も含まれる。多様な世界における建設的

なシティズンシップ教育には、重要な政策課題に関わる協議をインクルーシブなプ

ロセスで行なうことが不可欠である。 
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教育のグローバル・ガバナンスと国の政策決定 

 

グローバル・ガバナンスの新しい形 

 

 教育などのグローバルな財の供給に関する基準設定や規制のシステムは今に始まったこ

とではないが、現在はその複雑さが増している。こうしたシステムは昔から政府と政府間

機関の責任であったが、現在は様々な非国家的主体の参加が増えている。数多くの政府主

体と非政府主体（営利と非営利）がグローバルなレベルの複数の―そして競合することも

ある―ガバナンス調整に関与している。114 その結果、権威の中心が国家からグローバル

なレベル―政府間機関だけでなく、市民社会の団体・法人・基金・シンクタンクが次第に

力を発揮するようになった―へと段階的に移り変わっている。「教育のためのグローバル・

パートナーシップ（GPE）」など、複数のステークホルダーを調整する取り組みが示してい

るように、グローバルなレベルでのガバナンス調整も複雑さを増している。教育とスキル

開発分野に及ぼすグローバル・ガバナンス調整の潜在的影響は、保健など他の開発部門に

比べると、間違いなく論争の的となるだろう。その理由は、国の教育政策が政治的な本質

を持っているためと、その政策は多様で絡み合った倫理的、文化的、経済的、社会的、市

民的側面で構成されているからである。 

 

アカウンタビリティと関連データの必要性 

 

 国とグローバルの両方のレベルで公教育に関わっている多様なステークホルダーに対す

るガバナンスとアカウンタビリティにとって、データは大変重要なものである。国のレベ

ルでは、教育当局はかなりの額の公費（相当の民間投資によって補てんされている）を投

入することによって、いかにして全ての子供、若者、成人が将来の効果的で適正な学習に

繋がる基礎教育を受ける権利を保障しているか説明する責任がある。同様に、国家当局は、

基礎教育・研修以降の教育の機会均等の保障について説明できなければならない。グロー

バルなレベルでは、データの標準化と定量化が進み、国際比較可能な統計、指標、総合指

数などや大規模評価データになっており、これらはモニタリング、ベンチマーキング、ラ

ンキングなどのために使われている。115 こうしたデータは、教育政策決定や教育投資の

情報源として、またそれらを正当化する根拠として使われることが増えている。 

 

 そのため、開発の様々な側面に関連した「データ革命」を求める声が上がっている。116 確

かに、2000 年以降のミレニアム開発目標（MDG）や万人ための教育（EFA）の中でグロ

ーバルな目標設定をするために、各国は総合集計データの報告を求められたが、そうした

データは往々にして国内の不平等や格差の度合を覆い隠している。全ての人々に有効で適

正な学習機会を提供する際に、特に公平さを重視するならば、各国の目標設定のためによ
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り多くの非集計データを参考にするべきである。データの収集と活用は、ジェンダー、障

害、人種、民族、移民、都市と農村など昔ながらの差別要因を越えて、収入やマイノリテ

ィなども含めて実施されなければならない。世帯生活水準、保健調査、労働調査など代替

的なデータをうまく組み合わせて使えばそれが可能となる。 

 

教育財政の変化するパターン 

 

 基礎教育とポスト基礎教育へのアクセスの拡大によって、フォーマル教育・研修制度の

財政にプレッシャーがかかっていることが分かってきた。その結果として求められるのは、

限られた財源のより効果的な使い方を探すこと、教育への公的財源投資のためのアカウン

タビリティを向上させること、財務能力の向上や ODA増額のためのアドボカシー、非国家

主体との新たなパートナーシップなどを通じて財源を補う方法を見つけることである。ド

ナーは昔から国家の公的支出、特に基礎教育支出を補てんする上で重要な役割を果たして

きた。「多国籍機関の公式声明には教育への強いコミットメントが示されている。また、途

上国の政府、市民社会、民間部門のステークホルダー調査によると、教育支援をより広く

求めていることがわかる。ところが、この様な優先順位化と強い要望にもかかわらず、基

礎教育への多国籍支援は他の部門と比べると鈍化していることが明らかである。」117 支援

の落ち込みは、それが最も必要とされている時に限って起こるものである。118 公教育へ

の国際援助の役割は、多くの低所得国にとっては引き続き重要なものである。サハラ以南

のアフリカにある 9カ国では、国際援助が教育の公的支出の 4分の 1以上を占めている。119 

さらに、国境を越えた頭脳還流の認識が広がったことにより、グローバルな集団的対応を

求める声が高まっている。特にグローバルな公共財としての教育への公的支出を補てんす

る資金調達メカニズムのための集団的対応が求められている。120 

 

ドナーが国の政策決定に及ぼす影響 

 

 ドナーは、不足する国内財源を補てんする開発援助を提供するだけでなく、その国の教

育政策に多大な影響を及ぼす。これには良い面と悪い面の両方がある。例えば、「市民社会

教育ファンド（CSEF）」や「教育のためのグローバル・パートナーシップ（GPE）」により、

「ローカル教育グループ（LEG）」へ市民社会の参加が促進された。このイニシアティブの

お陰で、市民社会は教育プログラム開発に政府やドナーと共に参加し、EFA 目標達成に向

かって前進できるようになった。121 一方で、ドナーが援助提供に条件やルールを設ける

場合は、政府は政策変更を余儀なくされることになる。122 今の傾向は、成果に基づいて

援助するという方式で、多くのドナー機関がこの方式を採用している。これによるとドナ

ーが望む目的は達成できるかもしれないが、各国の政策と相容れないこともありうる上、

その国で生まれ、その国の文脈に適合した持続可能な解決策が犠牲になる可能性もある。
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そのため、ドナーは、政府、市民社会、ステークホルダーが自国の希望、優先順位、文脈、

状況を反映した政策を開発し実行するのを支援すべきである。 

 

国際協力の変化する力学 

 

 ドロール・レポート（1996）の発行とミレニアム開発目標（2000）の採択以降、国際援

助の力学がかなり変わった。北から南への援助の流れはこれまでどおり重要であるが、南

南協力や三角協力が国際開発において次第に重要な役割を果たすようになった。世界財政

危機や新興経済大国の台頭が国家間の関係を変容させ、新たな国際援助構造を生み出すの

に一役買っている。国家はますます似通った困難（失業、不平等、気候変動など）に直面

しており、将来のためのポスト 2015 開発アジェンダの根本的支柱として普遍性

（universality）と統合(integration)が求められている。普遍性が示唆するのは、全ての国々

が開発の方向性を変更しなければならなくなるということである。各国が独自のアプロー

チで自国の事情に合わせて成し遂げなければならない。このパラダイムシフトが我々に求

めるのは、共有する未来のために分かち合う責任という観点でものを考えることである。 
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４．教育は共有財か？ 

 

教育をそれ自体が目的であると考えると、 

知識は究極的な価値のひとつであることがわかる。 

マウラナ・アザド 

 

 教育を新たなグローバルな文脈で見直すには、教育の目的だけでなく、どのように学習

が実施されるかを振り返ることが必要である。パートナーシップの多様化と、公と私の境

が不鮮明になっていることを踏まえると、教育ガバナンスの指針となる原則を再考しなけ

ればならない。特に、公共財としての教育の規範的原則と、この原則が社会、国家、市場

の変化する文脈の中でどのように理解されるべきかを再考することが必要である。123 

 

 

教育は公共財であるという原則が問われている 

 

インクルージョン、透明性、アカウンタビリティを求める声の高まり 

 

 多くの国々での民主主義の浸透によって、そして知識へのアクセスの拡大によって（義

務教育とデジタル技術を通じて）、個人と社会の能力は強化されている。こうした変化は、

公共的事案への発言を求める声や、地域レベルと世界レベルのガバナンスのあり方に変化

を求める声の高まりを招いている。公共的事案にさらなるアカウンタビリティ、公開性、

公正、平等を求める大衆の声は増加している。発言を求める大衆の要望の多くは地域や国

レベルであるが、次第に国境を越えてグローバルな課題を取り上げるようになっている。

市民社会団体・法人などの非国家的主体が、地域・国・世界レベルでの公共的事案のマネ

ージメントにおいてより大きな役割を果たすようになっている。これは教育政策について

も言えることで、公的部門と民間部門の両方が、インクルーシブな知識社会の構築に参加

している。こうした声の拡大が、アファーマティブ・アクション関連のカリキュラム枠組

み、教科書、政策に影響を与えているのを目の当たりにするのである。 

 

教育への民間関与の高まり 

 

教育の民営化の傾向が世界中のあらゆる教育現場で強くなっている。過去十年間に民間

教育機関の生徒数が増加しており、特に低所得国では初等教育において、先進経済国や中

央アジアでは高等教育以外の中等後教育においてその傾向がある。124 教育の民営化とは、

教育に関する活動、資産、管理、機能、責任を国家や公的機関から個人や民間機関に移行
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させるプロセスと理解できる。125学校教育の場合は多様な形をとる。信仰学校、低料金の

私立学校、非政府機関（NGO）経営の海外援助学校またはインターナショナル・スクール、

チャーター・スクール、コントラクト・スクール、バウチャー・スクール、自宅教育と個

人指導、市場志向型・営利学校などである。126 教育への民間の関与は今始まったことで

はないが、「これらの事象が示す新しさとは、その規模、範囲、さらに教育活動の全ての面

への浸透性である。」127 

 

教育を受ける権利に及ぼす民営化の影響 

 

 教育の民営化は、学習機会の拡大、保護者の選択肢の増加、カリキュラム範囲の拡大な

どの形で、一定の社会グループに良い影響を与える。一方で、当局によるモニタリングや

規制の不十分さや不適切さに起因する悪い影響（無免許の学校、訓練されていない教師の

採用、質的保障の欠如）もあり、社会的団結と連帯を脅かす潜在的リスクとなっている。

特に懸念されるのは、「疎外されたグループが、民営化の良い影響の恩恵を受けられず、悪

い影響の重荷は過度に負わされることだ。」128 

 

 補完的な私的授業、いわゆるシャドー・エデュケーション(shadow education)も世界中で

成長しており、教育の民営化の一面を表している。129 指摘授業は、学校システムがうま

く機能していない兆候130 である場合が多いが、民間教育の他のものと同様に、学習者に

も教師にも良い影響と悪い影響の両方をもたらす。良い面は、指導を進みの遅い生徒のニ

ーズに合わせることができ、教師は学校の給料を補てんすることができる。他方で、私的

授業料は特に貧しい家庭の収入のかなりの部分に相当し、学習機会の不平等を生み出す。

また、私的授業に多くのエネルギーを注ぎ、本来の仕事がおろそかになる教師が出ると学

校での教育や学習の質に悪影響を及ぼす。131 
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ボックス 16：私的授業がエジプトの貧しい人々の教育機会を損なっている132 

エジプトでは私的授業料が世帯教育支出の相当部分を占め、農村では平均 47％、都市部で

は 40％に当たる。年間で私的授業に使われる金額は 2011年で 24億米ドルと報告されてお

り、同年の政府教育支出の 27％に等しい。 

 

支出可能な家庭にとってこの経済的負担は価値ある投資と見られているが、誰でもがそう

出来るわけではない。豊かな家庭の子供は私的授業を約 2倍も受けることができる。余裕

のない家庭の子供は質の悪いフォーマル教育制度―教師が学校の授業よりも私的授業にエ

ネルギーも能力も注ぐようになっている―の悪影響を受ける。 

 

私的授業拡大の重要な理由は、エジプトで教師の社会的地位が過去数十年間に下降したこ

とが挙げられる。政府が拡大する公教育への要請に対応するために、能力の低い教師を採

用し始めたからである。新卒者は自らの選択ではなく、最後の手段として教師になる例が

多い。エジプト社会が教師を過小評価していることで、教師という仕事が最低賃金の政府

の仕事のひとつになり下がっている。そのため、教師は給料補てんのために私的授業へ向

かうのだ。 

 

出典：UNESCO. 2014. Teaching and Learning: Achieving quality for all. EFA Global Monitoring Report 

2013-2014. Paris, UNESCO. 

 

 

シャドウ・エデュケーションの拡大、個人や家庭が負担している資金、教師の不正と腐

敗の可能性への懸念が背景となって、幾つもの国の教育省がこの現象を規制する取り組み

を始めている。133 多くの教育活動の民営化がもたらす学習機会の不平等の再生産と悪化

によって、公共財としての教育という考え方に対して、そして教育を受ける権利の保障に

国家の果たす役割に対して、重大な疑問が提起されている。 

 

教育を受ける権利を再文脈化する 

 

 国際的な開発論議では、教育は人権であり公共財であると言われることが多い。教育が

他の人権の実現を可能にする基本的人権であるという原則は、国際的な規範的枠組みの中

に根付いている。134 それは教育を受ける権利の尊重、実行、保護を保障するために国家

の果たす役割を示している。国家は教育を提供するという役割を越えて、教育を受ける権

利の「保障者」として働かなければならない。 
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ボックス 17：教育を受ける権利を尊重し、実行し、保護する 

46. 教育を受ける権利は、全ての人権と同様に、3種類のあるいは 3段階の義務を締約国

に課す。権利を尊重する義務、実行する義務、保護する義務である。実行する義務には促

進する義務と提供する義務が含まれる。 

 

47. 尊重する義務は、教育を受ける権利の享受を妨げたり阻止したりする方策を避けるこ

とを締約国に求める。保護する義務は、教育を受ける権利の享受を第三者が妨げるのを防

ぐ方策をとることを締約国に求める。実行（促進）する義務は、個人やコミュニティが教

育を受ける権利を享受できるように前向きの方策をとることを締約国に求める。最後に、

締約国は教育を受ける権利を実行（提供）する義務がある。原則として、個人もしくは団

体が自身で制御できない理由により、望む方法で権利を実現できない場合は、締約国はこ

の規約内の具体的な権利を実行（提供）する義務がある。しかし、この義務の範囲は常に

この規約の定めるところによる。 

 

出典：United Nations Committee on Economic, Social and Cultural Rights, 1999, General Comment 

No. 13, The right to education, Art. 13 (46/47). 

 

 

 最近まで、教育を受ける権利に関する議論のほとんどが学校教育に関するものであり、

おそらくはさらに狭く初等教育に限られていた。タイのジョムチェンで 1990年に開催され

た「世界教育フォーラム（WEF）」で採択された基礎教育という概念は広いものであった。

そこに含まれるのは識字や計算力のような基礎学習ツールと、文脈反応性のある基礎知

識・スキル・価値の両方だった。フォーマル教育の観点からは、基礎教育とは義務教育と

同義とされることが多い。世界の国々の大多数が国の法律で義務教育の期間を定めている。

この点から見ても、基礎教育を受ける権利という原則は争う余地のないものであり、この

原則を保護し、平等な機会を保障する国家の役割も同様である。 

 

 ところが、基礎教育レベルでは相対的に争う余地はないものの、ポスト基礎教育レベル

にこの原則が適用可能で有効であるかについては一般的合意には至っていない。135 基礎

教育のアクセス拡大がもたらしたのは、中等教育や高等教育への要望の拡大であり、特に

若者の失業の増加という背景の中で、資格認定・再認定の継続的プロセスを伴う職業スキ

ル開発への関心の高まりだった。ポスト基礎教育と生涯学習への要望の高まりがあるとす

れば、教育を受ける権利という原則はどのように理解されるべきであろうか？ 権利者へ

の資格付与と義務者の責任という観点から、この権利は基礎（義務）教育を受ける権利と
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どのように違うのか？ ポスト義務教育における国家の責任とは何か、後期中等教育、高

等教育、中等・高等レベルでの技術・職業教育ではどうか？ ポスト基礎教育・研修への

アクセスの不平等撤廃という原則を維持しつつ、責任をどのように分かち合うのか？ 

 

公と私の境があいまいになっている 

 

国際教育論議において、教育は公共財であるとよく言われる。「国連教育を受ける権利特

別報告者（The UN Special Rapporteur on the Right to Education）」は、教育は公共財で

あるという概念を推進しつつ、教育への社会の関心を保持することの重要性を強調した。136 

ところが、公教育を提供するという国家の主要役割は、公的支出の削減を求める声や非国

家的主体の参加の増加によって疑問符が付いている。市民社会団体、民間企業・基金など

を含むステークホルダーの複雑化と資金源の多様化により、公教育と民間教育の境があい

まいになっている。多様化するステークホルダー、国家の公共政策決定能力の弱体化、グ

ローバル・ガバナンスの新しい形の出現などによって特徴付けられる、学習を取りまく新

しいグローバルな文脈の中で、「公」という観念が何を意味するのか明確でなくなっている。

教育提供への民間関与の実態とその程度を見れば、公教育と民間教育の境目が不鮮明であ

る。例えば、公立高等教育機関の民間資金への依存が高まっていること、営利教育機関と

非営利教育機関の両方が増えていること、高等教育機関の運営にビジネス手法が導入され

ていることなどに顕著に表れている。民間の新しい形―基礎教育もポスト基礎教育も次第

に収益や商売に門戸を開き、私的な商業的関心が決める政策に参入している―が教育の本

質を公共財から私的（消費）財へと変えている。137 社会、国家、市場の関係が急激に変

わっていることがジレンマを生み出している。学習が行われる新しいグローバルな文脈の

中で、教育は公共財であるという中心原則をどのように守ることができるのだろうか？ 
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教育と知識はグローバルな共有財である 

 

公共財理論の限界 

 

 公共財(public goods)理論は長い伝統を持ち、その基礎は市場経済学にある。138 1950

年代には公共財とは、「ひとりがその財を消費しても、他の誰かの消費からそれが減じられ

ないという意味で全ての人々が共通に享受する財」と定義されていた。139 経済学に由来

する概念を教育分野に移すことにはいくらか問題はあった。公共財は公共・国家政策に直

接的に関連していると考えられる。publicという言葉が使われるため、公共財とは the 

public（公衆）によって提供された財であるというよくある誤解を生む。140 一方で共有財

（common goods）は「公的あるいは私的のいかなる起源かに関わりなく、ある結束的な目

的を持ち、全ての人々の基本的な権利の実現のために必要な財」と定義されている。141 

 

 この見地から、共有財の概念によって建設的に置き換えることができるだろう。共有財

は「人類が本来的に共有し、価値、市民道徳、正義感のように互いに伝えあう財によって

構成される」と定義できる。142 それは「総体として個々人の財を越える人々の連合体」

である。それは、コミュニティであることの財―「相互関係によって実現される財で、こ

れによって人間が自分たちの福祉を実現するもの」である。143 つまり、共有財は社会の

構成員の間に存在する、集団的努力によって固く結ばれた関係性に本来備わっているもの

である。そのため、この種の財はそれらを生み出すのも、それらの恩恵を受けるのも本質

的に共通なのである。144 この意味から、共有財の概念は、少なくとも以下の 3点によっ

て、公共財の考え方の限界を越えることができる。 

 

１．共有財の考え方は、人類の福祉は個人主義的な社会・経済理論によって組み立てられ

ているとする公共財のもつ手段的概念を越えるものである。共有財の視点からは、大切な

のは個人の良い生活だけでなく、人類が共有している人生の善なるものである。145 それ

は私的で偏狭な財ではない。146 国際論議の中に最近見られる教育から学習への転換は、

潜在的に、社会的取り組みとしての教育の集団的側面と目的を軽視することになると認識

しなければならない。教育に期待される広い社会的成果と、教育機会がどのように組織さ

れるかという点も軽視されることになる。教育は共有財であるという概念が再確認するの

は、共有された社会的取り組み（団結のために共有された責任とコミットメント）として

の教育の集団的側面である。 

 

２．共有財が何を意味するかを定義するには、福祉と共通の生に関わる文脈と思考の多様

性を明らかにすることが不可欠である。多様なコミュニティは共有財の特定の文脈につい

ても様々な理解をするはずである。147 何が共有財を構成するかについて、多様な文化的
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解釈があるとすれば、公共政策に求められるのは、人類の福祉を損なわないよう基本的権

利を尊重しつつ、そうした文脈、世界観、知識体系の多様性を認識して育むことである。148 

 

３．共有財の概念は参加型プロセスの重要性を強調する。参加型プロセスはそれ自体が共

有財である。共有された行動は共有財に内在するものであり、共有財に役立つものであり、

その行動の中で生まれた恩恵を伴う。149 それ故に、共有財としての教育に必要なのは、

公共政策策定のインクルーシブなプロセスと、十分なアカウンタビリティを備えた実践で

ある。公と私の二分法を越えた所に共有財を位置づけることは、参加型民主主義の新しい

形と制度を構想し、志向することを意味する。そのために必要なのは、公的管理の伝統的

手法に戻ることなく、現在の民営化政策を越えた先を目指すことである。150 

 

教育と知識はグローバルな共有財であると認識する 

 

 教育とは知識を習得する計画的なプロセスであり、その知識を最適な状況に応用する能

力を開発することである。知識の開発と活用は教育の究極的な目的であり、それは我々が

目指す社会の原則によって導かれるものである。教育を計画的・組織的な学習プロセスと

見なすならば、知識習得（と認定）プロセスにだけ的を絞った教育議論はもはや意味がな

い。知識がどのように習得され認定されるかを考えるだけでなく、いかに知識へのアクセ

スがしばしば制御されるかを考えなければならない。そして、どうすれば全ての人が知識

へアクセスできるようになるかを考えなければならない。 
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ボックス 18：知識の創造、制御、習得、認定、活用 

知識とは情報、理解、スキル、価値、態度を包含すると広義に理解される。能力とは与え

られた状況でその知識を活用する力のことである。教育（または学習）についての議論は、

知識の習得と活用能力開発の意図的プロセスに関するのが常である。教育的取り組みも、

習得した知識の認定に関するものが増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、今日の変化する世界の中の教育と学習を議論する際には、知識の習得、認定、活

用のプロセスを越えた先に目を向けなければならない。つまり、知識の創造と制御の根本

的問題についても取り上げることが必要である。 

 

 

 知識は人類共通の遺産である。知識は教育と同じようにグローバルな共有財と見なされ

るべきである。もし知識がグローバルな公共財151 と考えられるならば、それへのアクセ

スはしばしば制限されることになる。152 知識の生産、再生産、普及が私有化に向かう今

の傾向は深刻な懸念材料である。共有知識（knowledge commons）は、法律により、具体

的には知的財産権制度（知識の生産を支配している）により、次第に私有化されつつある。

知識の生産と再生産の私有化が顕著なのは、大学、シンクタンク、コンサルタント会社、

出版界の仕事においてである。その結果、公共財と考えられている知識、共有知識に属す

ると信じられている知識の多くが現実に私有化されている。これが特に問題となるのは、

先住民コミュニティの生態学的知識や薬学的知識についてであり、こうした知識がグロー

バル企業によって私物化されているのである。この傾向への抵抗が先住民の間で広がって

いる。一方で、その逆の動きがデジタル世界で生まれている。例えば Linuxのソフトウエ

アは、ユーザーが元の製品を自由に操作、複製、配信、研究、修正、改善することができ

る。153 

 

 次第に相互依存性が高まる世界において、持続可能な開発への根本的課題を前にすると、
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教育と知識はグローバルな共有財と考えなければならない。その意味は、知識の創造、習

得、認定、活用は集団的・社会的取り組みとして全ての人々に共通のものであるべきとい

うことだ。教育ガバナンスを知識ガバナンスから切り離すことはもはやできない。 

 

根本的原則を保護する 

 

今日の国際教育論議には、国際・国内教育政策及び実践を導いてきた根本的原則を損な

う可能性があることを再確認しなければならない。学習の観点から述べられる最近の論調

は、基本的に教育プロセスの結果にのみ重点が置かれており、学習プロセスそのものを軽

視する傾向がある。結果とはすなわち学習成績のことである。154 つまり、たやすく測る

ことができる知識やスキルのことである。このため、個人と社会の開発にとって重要とさ

れる知識、スキル、価値、態度までを含むより広い領域を、それらを測ることが（簡単に

は）できないという理由で、無視する傾向がある。さらに、学習はスキル習得の個人的プ

ロセスと見られており、集団的・社会的取り組みとしての教育の目的や学習機会の組織化

の問題にはほとんど注意が向けられていない。こうした論調は、共有財としての教育の原

則を潜在的に損なっているのである。 

 

共有財の管理についての役割と責任 

 

 我々共通の人間性に根差した、連帯と社会的公正という価値に導かれた、グローバルな

共有財としての知識と教育の権利という考え方は、持続可能でインクルーシブな人間及び

社会の発達の集団的探究に関わる多様なステークホルダーが果たす役割と責任のあり方に

影響を与える。 

 

市民社会とその他のパートナーの役割を強化する 

 

 

 現在の文脈の中で、市民社会が教育に果たす役割を、さらに有意義で明確なものにする

ことが重要である。今の公教育の商品化の傾向には、コミュニティ組織や非営利団体との

パートナーシップを強化させて対抗するべきである。教育は、その複合的役割を考えれば、

政府だけの責任ではなく、社会全体の責任であることは明らかである。教育部門の良いガ

バナンスには多くの政府・市民社会パートナーシップが必要であり、国の教育政策は、広

範な社会的コンサルテーションと国民的コンセンサスの結果でなければならない。 

 

 近年、企業や基金が開発資金提供をする革新的な仕組みが、特に教育において試みられ

ている。この実験的試みは全ての開発パートナー―国、民間部門、市民社会、学界、市民
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―の間に効果的で革新的なパートナーシップを拡大することに貢献しており、外部パート

ナーの専門性、能力、資源を活用できるようになった。輝かしい成果を収めたパートナー

シップの成功事例が多く存在し、伝統的には公共財と言われている教育においても幾つも

ある。 

 

 民間企業も企業の社会的責任の一環として、目先の雇用ニーズを越えて教育に投資する

ことで、重要な役割を果たすことができる。例えばインドでは、国が民間企業に年間売上

高の 2％を教育に投資するよう働きかけている。企業の社会的責任基金は恵まれないコミュ

ニティの社会的・教育的ニーズに応えるために活用できる。こうした追加資金を調達する

ためには、協力企業が税制優遇を受けられる法制度が必要となろう。 

 

共有財の管理における国家の役割を強化する 

 

 経済のグローバル化と市場の自由化という現在の文脈の中で、国家は、特に教育の分野

で、共有財へのアクセスを保障し、共有財を管理する役割を維持しなければならない。機

会の平等という鎖の最初の輪を形づくるのは教育であるから、教育を全面的に市場に委ね

てはならない。この観点から、国家は二つの義務を負っている。 

 

１．公教育を改革し、専門化する。このためには、社会全体に対する公教育のアカウンタ

ビリティを向上させる明確な方策を講じて、公教育内部の腐敗に対抗するなどの取り組み

が必要である。 

 

２．教育への民間部門の関与をモニターし、管理する。モニタリングはけして行政的であ

っても官僚的であってもならない―モニタリングは取り締まる機能であってはならない。

国家のモニタリング機能とは、公的部門と民間部門の両方で働く教育専門家が採用した基

準や国際規範枠組みを適用させることである。 

 

グローバルな共有財の管理における政府間機関の役割を強化する 

 

 国際コミュニティはグローバルな共有財のガバナンスの責任を有している。良いグロー

バル・ガバナンスを実現することは国連や他の国際機関の課題である。これらの機関は、

政策と実施の両方においてそれぞれの協力体制を強化しなければならない。国連機関には、

技術的役割を越えて、知識、教育、有形・無形文化遺産などのグローバルな共有財のガバ

ナンスを導く国際規範を設定するという役割がある。この関連で、ユネスコは、万人のた

めの教育運動と教育の規範的目的の吟味という二つの分野で主導的役割を果たしてきたの

である。155 
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将来への考察 

 

 本稿は、持続可能な人間及び社会の発達の大きな関心に導かれて、グローバルな社会変

容が示す傾向、葛藤、矛盾と、その結果としてもたらされる新たな知識の地平について述

べている。人類の福祉への代替的なアプローチを探すことの重要性を強調し、世界観や知

識システムの多様性と、それらを持続させる必要性を明らかにしている。本稿は、新たな

倫理的・道徳的基盤に基づいた統合的アプローチを必要とする人間主義的な教育を肯定し

ている。インクルーシブで不平等を再生産しない教育、公平さとアカウンタビリティが担

保された教育を志向している。無分別な服従ではなく批判的思考力と自立的判断力を育て

るには、教師とその他の教育者の役割が引き続き中心となることを強調している。 

 

 本稿は、複雑な世界における教育政策決定の問題も検討している。第一に、フォーマル

教育と雇用のギャップを認識し、対応することが必要である。第二に、国境、専門的職業、

学習空間を越えて広がる流動する世界の中で、学習を承認し認定するという課題に挑戦し

なければならない。第三に、普遍的価値を持つ多様性の尊重と、共通の人間性への配慮の

バランスをとるために、シティズンシップ教育を再考する必要がある。最後に、国レベル

の教育政策作りの複雑さを、グローバル・ガバナンスの潜在的なあり方も含めて検討して

いる。こうした問題を提起しているが、多くの疑問はまだ回答が見つかっていない。 

 

 本稿は、教育ガバナンスの基本原則を再文脈化する必要性についても検討している。特

に、教育を受ける権利と教育は公共財であるという原則についてである。教育政策の中で

さらに注目すべきなのは知識と、それが創造され、習得され、認定され、活用される方法

であると提唱している。変化する世界における学習の目的と実践を再調整するのに有効な

アプローチとして、教育と知識をグローバルな共有財とする考え方を提案している。 

 

 これから進むべき道を考えるに当って、また、対話への呼びかけとして、多くの疑問が

提起され、さらなる議論が求められている。 

 

学習の四つの柱―知ること、行なうこと、存在すること、共に生きること―は今

日でもその妥当性が増してはいるが、グローバル化とアイデンティティ政治の復

活によって脅かされている。どうすればこの柱を強化し刷新することができる

か？ 

 

教育はどうすれば経済・社会・環境のサステナビリティの達成という課題により

よく対応できるか？ どうすれば教育政策・実践を通じて人間主義的アプローチ

を実現できるか？ 
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どうすれば教育の人間主義的アプローチによって複雑な世界観を調整できるか？

国の教育政策決定にとってグローバル化のもたらす脅威と機会とはどのようなも

のか？ 

 

教育の資金はどのように調達されるべきか？ それは教師の養成、研修、開発、

支援にどのような影響があるか？ 私的財、公共財、共有財の概念を区別するこ

とは教育にどのような影響があるのか？ 

 

 ユネスコは、教育のみならず科学、文化、コミュニケーション分野を扱う国連の専門機

関として、開発の世界的傾向と学習への影響をモニターする「アイデアの実験室」として、

その役割を強化しなければならない。これはユネスコの教育的使命と知的シンクタンクと

しての役割に沿ったものである。156政策を単独で作ることはもはや意味がなく、異なった

考え方を持つ多様なステークホルダーを集めて、調査結果を共有し、政策ガイダンスの規

範的原則を検討することが不可欠である。 

 

 EFAグローバル・モニタリング・レポートは、ユネスコが調整機関という役割で何を達

成できるかを示す例であるが、そのプロセスをさらに包括的でインクルーシブで参加型に

するべきである。ユネスコは、国内委員会、ユネスコ・チェアー、専門的機関によるグロ

ーバル・ネットワークを持っているという点で、国連システムの中で例外的であることに

注目すべきである。状況やニーズの変化に従って、定期的に教育の目的を再吟味し、その

実践を評価する手段として、このネットワークをさらに活用することができるだろう。開

発の傾向と教育への影響について見直し、報告するという恒久的なオブザーバトリー機能

によって、ユネスコの役割が果たされなければならない。 

 

 人類はその歴史の中で、科学と技術の急激な開発を伴う新たな局面に入った。この急激

な開発は天国にも地獄にもなる可能性を秘めている。抑圧的でなく、公正で、持続可能な

方法でその恩恵を受けるには、そこにある機会とリスクを理解し、管理することが必要で

ある。これを可能にすることこそが、21世紀の教育と学習の本質的目的である。人類とそ

の共通の福祉を持続させるために、こうした可能性について我々の理解を深めることも、

アイデアのグローバルな実験室たるユネスコの基本任務である。本稿は、議論の活性化に

寄与することを意図して出版されている。 
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裏表紙 

 

 我々は変化、複雑さ、矛盾に特徴付けられる世界に住んでいる。経済成長と富の創造は

世界の貧困率を下げたが、世界中の多くの社会で脆弱性、不平等、排斥、暴力がエスカレ

ートしている。持続不可能なパターンの経済生産と消費が拍車をかけるのは、地球温暖化、

環境悪化、そして自然災害の急増である。また、過去数十年の間に国際的人権枠組みが強

化されたが、そうした規範の実施と保護は依然として課題のままである。技術の進歩は相

互関連性を増大させ、交流と協力と連帯のための新たな場を提供している一方で、文化的・

宗教的不寛容、アイデンティティに基づいた政治的動員や紛争の蔓延を、我々は目の当た

りにしている。こうした変化が暗示するのは、学習を取り巻く新たなグローバルな文脈の

出現であり、それは教育に重要な影響を与える。教育の目的と学習の実践について再考す

ることが今ほど求められている時はない。 

 

本書は対話を呼びかけるために書かれた。生命と人間尊厳の尊重、平等な権利、社会的

公正、文化多様性、国際的連帯、持続可能な未来への共同責任という理念に基づき、教育

と開発の人間主義的ビジョンに導かれている。複雑な世界での集団的・社会的取り組みで

ある教育の目的と実践を再調整するために、教育と知識はグローバルな共有財と見なすべ

きであると本書は提唱している。 
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